
　社会保障・税一体改革関連８法案が８月１０日、参
院本会議で民主、自民、公明などの賛成多数で可決・
成立した。
　法案を巡っては、７日に自公以外の野党が不信任
決議案と問責決議案を提出。参院での同法案採決前
に解散の確約を求める自民も不信任決議案と問責決
議案を独自に提出する構えを見せたが、８日に民自
公３党党首会談を開き、野田首相が「近いうちに国
民に信を問う」と谷垣自民党総裁に約束しての法案
成立となった。
　また、政府は２０２０年までの成長戦略を描いた日本
再生戦略を閣議決定し、医療、環境、農林漁業の３
分野に重点的に取り組む方針を記した。

一体改一体改革革
社会保障・税一体改革法案が成立／国民会議
設置へ、消費増税も
　社会保障制度改革の基本方針を示した社会保障制
度改革推進法案や、消費増税法案など、社会保障・
税一体改革関連８法案が８月１０日、参院本会議で民
主、自民、公明などの賛成多数で可決・成立した。
今後は法案に基づき、内閣に「社会保障制度改革国
民会議」を設置して高齢者医療制度の在り方などを
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今月の主な動き
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事
午後２時各部会４日火

ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会７日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新規開業予定者のための講習会９日日
ルームＡ午後２時定例理事会１１日火
ルームＣ午後２時建築士との無料相談日１２日水

ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時シリーズ・ほんとに日本は大丈夫？
「ＴＰＰ参加で、ほんとに日本は大丈夫？」１５日土

東京・保団連会議室午後６時３０分保団連病院・有床診療所セミナー
東京・保団連会議室午前１０時保団連病院・有床診療所セミナー１６日日
ルームＡ午後２時金融共済委員会

１９日水
ルームＡ午後７時医事担当者勉強会
ルームＣ午後１時ファイナンシャルプランナーとの無料相談日

２０日木
ルームＡ午後２時診療報酬改善対策委員会
応接室午後２時法律相談室
ルームＢ午後２時雇用管理無料相談日
ルームＡ午後２時定例理事会２５日火
アミス午後２時税理士との無料相談日２６日水
ルームＡ午後２時保険講習会B２７日木
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時第６４６回社会保険研究会

２９日土
キャンパスプラザ京都２階ホール午後２時３０分市民公開講演会「韓国の原発問題」

9
月
の
保
険
医
協
会
の
行
事
予
定



議論することになる。消費税率は社会保障の維持・
充実を目的に、２０１４年４月に８％、１５年１０月に１０％
に引き上げられる。
　成立したのは、社会保障制度改革推進法案と消費
増税関連２法案のほか、年金関係２法案、子ども・
子育て関係３法案の計８法案。午前中の参院「社会
保障と税の一体改革に関する特別委員会」で賛成多
数で可決され、午後の参院本会議で可決、成立した。
　関連８法案は、民主、自民、公明３党の修正合意
に基づき６月２６日に衆院を通過した経緯がある。社
会保障制度改革推進法案は３党協議の過程でできた
ものだ。３党協議の実務者であり、推進法案の提出
者の１人でもある民主党の長妻昭衆院議員は、取材
に対し、一体改革関連法案の成立を「社会保障のた
めに大きな一歩」と評価した。消費増税については
「やむを得ない措置。国民生活に消費税の影響が少な
い対策を施した上で、社会保障の安定化を図りたい」
と述べた。
　同じく推進法案の提出者であり、３党協議の実務
者でもある自民党の加藤勝信衆院議員も取材に応
じ、「衆参合わせて２００時間超の審議をした。やっと
成立したという思いだ。行政改革や、社会保障制度
改革推進法に基づいた社会保障改革をする約束を、
名実共に負ったことになる」と語った。
●国民会議　長妻氏「人選まだ白紙」　加藤氏「新政
権下で」

　社会保障制度改革は今後、国民会議に議論の舞台
を移す。長妻衆院議員は「国民会議は最終的に総理
が設置する。３党で意見交換しながら政府と討議し、
なるべく早く、近いうちに設置する」と述べた。会
議の構成員に国会議員を含めるかどうかは「まだ白
紙。党内、政府内にいろいろな意見があるのは事実
で、政府と相談して決める」という認識を示した。
　加藤衆院議員は「内閣に設置するので、政府から
基本的なアイデアが出てくるだろうが、解散・総選
挙後の新政権の下に設置するべき」という考えを示
した。高齢者医療制度については「基本的には現行
制度を基に考えていけばよい」と指摘した上で、制
度を支えるために健保組合や協会けんぽの負担が
年々拡大していることを問題視。「財源確保をした上
で、公費負担割合の拡大を考えなければいけないと
思っている」とし、高齢者医療制度への公費負担を、
国民会議で議論したいテーマの１つに挙げた。
（8/13MEDIFAXより）

推進推進法法
社会保障推進法案「混合診療拡大は想定せず」
／長妻・鴨下両氏
　日本医師会などが混合診療の全面解禁につながる
可能性を懸念している社会保障制度改革推進法案に
ついて、法案提出者の民主党の長妻昭、自民党の鴨
下一郎両衆院議員は７月２０日、参院「社会保障と税
の一体改革に関する特別委員会」で、法案は混合診
療の拡大を想定していないとの認識を示した。共産
党の田村智子氏への答弁。
　田村氏は法案に「保険給付の対象となる療養の範
囲の適正化等を図る」と明記されている点について
「医療保険給付対象の診療や薬の一部を保険給付か
ら外して全額自己負担にすれば、混合診療に門戸を
開くということではないのか」と指摘。これに対し
長妻氏は「『混合診療を拡大するのではないか』とい
うことは考えていない」と述べた。鴨下氏も法案に
書かれた「範囲の適正化」の趣旨に触れて「患者の
ニーズが高まれば高度医療について範囲を広げなけ
ればいけないところも出てくるかもしれないし、必
要性が少なくなった医薬品を外すなど、いろいろな
工夫をすることが適切ということ」「医師会が懸念す
る混合診療を広げようという考えは現在のところは
全くない」と応じた。
●国民会議で議論の余地も
　ただ、法案成立後に設置される社会保障制度改革
国民会議で、混合診療の扱いを議論する余地は残っ
た。鴨下氏は「国民会議でどのような議論が行われ
るかは、（会議に）所属する方がそれぞれの意見を話
すこと」と述べたほか、岡田克也副総理も「国民会
議に選ばれた委員がどのような議論を展開するのか
を完全に縛るのは難しい」と述べた。
　国民会議は内閣総理大臣に任命された２０人以内の
有識者や国会議員で組織し、今後の社会保障改革に
ついて議論する。（７/２３MEDIFAXより）

再生戦再生戦略略
日本再生戦略を閣議決定／医療など３分野重視
　政府は７月３１日、２０２０年までの成長戦略を描いた
日本再生戦略を閣議決定した。医療、環境、農林漁
業の３分野に重点的に取り組み、それを支える中小
企業への支援を手厚くする方針を明記した。
　医療・介護・健康関連サービスの育成と雇用創出
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 社会保障・税一体改革 

これまでの経緯

　政府は２０１０年１０月に「政府・与党社会保障改革
検討本部」（本部長：菅直人首相）を設置。また、
同年１１月から１２月にかけて「社会保障改革に関す
る有識者検討会」がわずか１カ月で報告を作成。
１１年２月から「社会保障改革に関する集中検討会
議」を開催し、６月３０日に「社会保障・税一体改
革成案」を同本部で決定した。
　成案をもとに審議会等でも議論を進め、１２年１
月６日に「社会保障・税一体改革素案」を「政府・
与党社会保障改革本部」（本部長：野田佳彦首相）で
決定。この過程で強い反対を受けた受診時定額負
担は見送られた。２月１７日には素案の内容を踏襲
した「社会保障・税一体改革大綱」が決定。ここ
で初めて閣議決定される。
　大綱にもとづき各法案が国会に次々と提出され
る。２月３日に改定国保法案（４月５日成立）、２
月１４日にマイナンバー法案、３月３０日に消費増税
法案など。
　このうち７法案を一体改革関連法案とし、５月
８日に衆院審議入り、社会保障・税一体改革特別
委員会を設置して審議。６月８日から民主・自民・
公明３党による修正協議が開始された。６月１５日
に、高齢者医療制度などは社会保障制度改革国民
会議で議論することや所得増税、相続増税は法案
から外し結論先送りすることなどで合意。これを
受けて、自民案をベースに今後の社会保障制度改
革の基本方針を示した社会保障制度改革推進法案
を６月２０日に提出。提出済みの法案の修正案につ
いても６月２１日に国会提出。６月２６日の衆院本会
議で民主、自民、公明、国民新など賛成多数で関
連法案を可決（推進法案：賛成３７８、反対８４、消費
増税法案：賛成３６３、反対９６）し、参院に送付。
　８月８日に民自公３党主会談を開き、「近いうち
に」解散することで法案成立を合意。８月１０日、
参院本会議で民主、自民、公明などの賛成多数で
可決・成立（推進法案：賛成１９４、反対４３　消費増
税法案：賛成１８８、反対４９）。

８月１０日に成立した８法案

◇社会保障制度改革推進法案◇社会保障の安定財
源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため
の消費税法等の一部を改正する等の法律案◇社会
保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改
革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部
を改正する法律案◇子ども・子育て支援法案◇就
学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律の一部を改正する法律案◇
子ども・子育て支援法及び総合こども園法の施行
に伴う関係法律の整備等に関する法律案◇公的年
金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のた
めの国民年金法等の一部を改正する法律案◇被用
者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険
法等の一部を改正する法律案

その概要（医療関連）

　消費税について、◆２０１４年４月に８％、１５年１０
月に１０％に増税◆増税の約半年前に経済状況を見
極めて政権が判断◆８％時に簡素な給付措置実
施、給付付き税額控除か複数税率を検討
　社会保障制度改革について、◆社会保障制度改
革国民会議を設置（１年以内に結論）◆「自助、
共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう留
意しつつ、国民が自立した生活を営むことができ
るよう、家族相互、国民相互の助け合いの仕組み
を通じてその実現を支援していくこと」などを制
度改革の基本に据える◆医療については、「医療保
険制度に原則として全ての国民が加入する仕組み
を維持」※し、「国民負担の増大を抑制しつつ必要
な医療を確保」「保険給付の対象となる療養の範囲
の適正化等を図る」などの改革を行う◆生活保護
について、不正への厳格な対処、医療扶助等の給
付水準の適正化など制度見直しに総合的に取り組
む
　短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適
用拡大、など
※「国民皆保険制度の堅持」とは記載せず



では、２０年までに約５０兆円の新市場と新規雇用２８４万
人の創出を目指す。「地域における医師確保の推進、
地域医療の再生を果たす」との方針も記載した。
　政府は日本再生戦略の決定を受け、１３年度予算編
成から関連事業に重点的な配分を行う。
（８/１MEDIFAXより）

自然増容認の考え「変わらず」／再生戦略決
定で古川担当相
　政府の国家戦略会議（議長＝野田佳彦首相）は７
月３０日の会合で、医療、環境、農林漁業の３つを重
点分野にした日本再生戦略をまとめた。７月３１日に
閣議決定する。原案と比べ「社会保障分野を含め、
聖域を設けずに歳出全般を見直す」など、予算編成
に向けた記載が設けられた。古川元久国家戦略担当
相は会議終了後の記者会見で「社会保障分野を聖域
としない」という言葉の意味について、「考え方が変
わったわけではない」と述べ、社会保障費の自然増
を認める民主党政権のスタンスを変えたわけではな
いとした。
　日本再生戦略には、今後の予算編成過程で取り組
むべき６項目が盛り込まれた。その中に「社会保障
分野を含め、聖域を設けずに歳出全般を見直す。そ
の際、行政事業レビューの結果と会計検査院の過去
の指摘事項などは、２０１３年度予算において確実に反
映させる」という項目がある。
　古川担当相はこの意味について「これまでも予算
編成の中で自然増は含んでいる」とする一方、「社会
保障とはいえ、効率化や重点化をしないということ
ではなく、そこはきちんとやろうということ。今回
の再生戦略で、これまでと考え方が変わったわけで
はない。これまでの取り組みをしっかりやっていこ
うと確認をしたと理解してほしい」と述べ、自然増
に切り込む意図を込めた記載ではないとした。
　一方、自然増を認める方向性がすでに（政府で）
確認されたのかという質問に対しては「これから再
生戦略を受けて、予算編成についての取り組みが始
まる。その中で議論をしてまいりたい」と述べるに
とどめた。
●医療・介護・健康関連で５０兆円の新市場
　再生戦略は、医療、環境、農林漁業の３分野と、
それを支える中小企業の活力向上を「３分野４大プ
ロジェクト」とし、最優先課題に位置付けた。医療・
介護・健康関連サービスの育成と雇用創出で、２０年
までに約５０兆円の新市場と、新規雇用２８４万人の創出

を目指す。「地域における医師確保の推進、地域医療
の再生を果たす」という文言も盛り込まれている。
　再生戦略を実現するために予算編成で求める取り
組みは①震災復興・福島再生への対応②グリーン・
ライフ・農林漁業の重点分野は、府省横断的な予算
配分を徹底③税制改正や規制改革を総合的に講じる
ことで、重点配分の実効性を担保④重点分野を中心
に、要求段階から各府省の類似施策の重複排除と、
間接的関係予算の安易な計上排除⑤各府省一律の削
減ではなく、政策・施策ごとにメリハリのついた配
分を可能とする⑥社会保障分野を含め、聖域を設け
ずに歳出全般を見直す。行政事業レビューの結果と
会計検査院の過去の指摘事項を、１３年度予算に反映
―の６項目。（７/３１MEDIFAXより）

「日本式医療」２０２０年までに海外市場２０兆円／
再生戦略で経産省
　政府は７月３１日に閣議決定した「日本再生戦略」
で、医療サービスを含む海外のヘルスケア関連産業
について２０兆円規模の市場を日本企業によって２０２０
年までに創出する方針を示した。経済産業省は、医
療機関や民間事業者が現在、海外展開している５カ
国８事業への事業性調査などの支援を継続。対象と
なる海外展開事業数を数倍程度に増やす方針だ。
　新たな日本再生戦略の土台となった「新成長戦略」
（１０年６月閣議決定）は、外国人患者の受け入れ（イ
ンバウンド）を柱とする国際医療交流の方針を掲げ
た。今回の日本再生戦略では、日本からの海外展開
（アウトバウンド）に主軸を移す方針へ大きくかじを
切った。医療サービスと機器の一体的な海外進出で
市場開拓を目指す。
　経産省商務情報政策局ヘルスケア産業課は「アウ
トバウンドで獲得できる市場は大きい」と見ており、
全世界で５００兆円規模とされる医療市場の中に「日本
式医療（医療サービス・機器など）」を打ち出し、２０
兆円規模の新たな市場を確立したい考えだ。
　効率的で質が高い日本式医療が一定程度受け入れ
られると経産省が想定する対象国・地域は、ロシア・
中国・東南アジア・中東・中南米の各国。各国の総
人口３５億人のうち、４割を占める中間層（年間可処
分所得５０００ドル以上）の５％程度が、日本国内と同
等の日本式医療（１人当たり医療費約２８万７０００円）
を利用した場合、約２０兆円の新市場を構築できる計
算だ。
　ヘルスケア産業課は、日本式医療による海外展開
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の具体例として「中国・上海での糖尿病診療センタ
ー・プロジェクト」（想定市場規模約３００億円）、「ロ
シア・ウラジオストクでの画像診断センター・プロ
ジェクト」（同１３５億円）を挙げる。日本式医療の特
徴は、チーム医療を生かした高品質で効率的な医療
にあると捉えており、米国が強みを持つ高度で高額
な医療と、タイなどに見られる一定程度の質を持つ
低コストな医療の中間に、日本式医療が獲得できる
市場があると見ている。
　現在、経産省「医療機器・サービス国際化推進事
業」で、調査などを継続しているプロジェクトは▽
ロシア・モスクワでの日本式医療サービスの普及・
啓発（総合南東北病院、東京内視鏡クリニック）▽同・
ウラジオストクでの画像診断サービス提供（北斗病
院）▽中国・上海での糖尿病治療サービス提供（テ
ルモ、東京大）▽同・北京での高度健診サービス提
供（麻田総合病院）▽同・北京での日中歯科医療技
術協力研修センター（アジアデンタルフォーラム）
▽ベトナムと中国での遠隔病理・画像診断サービス
提供（国際医療福祉大）▽カンボジア・プノンペン
での高度医療サービス・医療教育提供の実証調査（北
原国際病院）▽トルコ共和国での病院ＰＰＰ（アイ
テック）―の５カ国８事業。（８/８MEDIFAXより）

省内仕省内仕分分
参照価格制度、大臣主導で検討提言／省内仕
分け
　厚生労働省版提言型政策仕分けは７月６日、後発
医薬品の使用促進策について、海外で導入されてい
る「参照価格制度」の検討を盛り込んだ提言をまと
めた。小宮山洋子厚生労働相は会合後、記者団に対
し、近く作成する後発品使用促進のための「ロード
マップ」に盛り込むことは考えていないものの、検
討する仕組みは必要との認識を示した。
　提言は、従来の使用促進策の内容を点検し、さら
に、実効性の高い取り組みを行うことを要求。後発
品を使用する医療機関へのより効果的なインセンテ
ィブの付与を求めたほか、後発品を積極的に選択し
てもらう仕組みとして「例えば参照価格制度の検討」
が必要とした。患者のコスト意識がより働く自己負
担の在り方も海外事例を参考にしながら検討するべ
きだとした。
　努力義務となっている後発品の処方、調剤により
実効性を持たせる仕組みの検討や、安定供給の取り

組みが不十分な製薬企業に対して改善指導を強化す
ることも求めた。
　後発品促進策のテーマで２度目となった仕分けで
は、薬効分類ごとに保険償還価格の上限を決めてい
る参照価格制度がドイツ、フランスで採用されてい
ることが紹介された。日本では、後発品の薬価を償
還価格の上限にする制度として解釈されているが、
原案の段階で参照価格制度の検討は提言には盛り込
まれていなかった。
　提言決定に先立つ議論の中で、構成員の中山弘氏
（元ホンダ学園常務理事）は「なぜ日本で参照価格制
度が採用されていないのか」と導入を迫ったが、厚
労省保険局の吉田易範薬剤管理官は、過去に省内で
検討された経緯があるものの、患者の自己負担増に
懸念を示す医療従事者の反対などによって断念した
経緯を説明。「慎重に検討したい」と述べるにとどめ
た。
　これに対し、構成員の宮山徳司氏（埼玉医科大医
学部特任教授）は、すでにビタミン剤などが医療保
険から外れていることは患者にも受け入れられてい
ると述べ、医薬品の参照価格制度を特別視すること
はおかしいと指摘した。
　同席していた小宮山厚労相は、「後発品をもっと促
進するロードマップを、今までやってきたことをさ
らにバージョンアップさせて２０１２年つくると約束し
ている。役所用語で『慎重に検討』はしないこと。
少なくとも『慎重に』は取りなさい」と吉田管理官
に発言の修正を指示。参照価格制度の検討を提言に
盛り込む流れが決まった。（７/１０MEDIFAXより）

規制改規制改革革
政府、規制改革方針を決定／ワクチンギャッ
プ、デバイス・ラグ解消など
　政府は７月１０日、行政刷新会議の「規制・制度改
革委員会」（委員長＝岡素之・住友商事相談役）がま
とめた報告書に基づき、規制・制度改革の方針３９項
目を閣議決定した。デバイス・ラグ解消などを目指
す医療機器分野の１１項目、ワクチンギャップ解消な
ど医薬品分野６項目などを挙げた。規制・制度改革
に必要な法改正事項など、２０１２年度中に結論を得る
とした項目が並ぶ。各規制・制度を所管する府省で
の検討状況は四半期ごとに公表する。
　７月１０日の閣議後に会見した岡田克也副総理は、
閣議では四半期ごとのフォローアップに各大臣のリ
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ーダーシップを発揮するよう求めたとした上で「や
らなくていいというものはない。全てやるというこ
と」と述べ、規制・制度改革の対象として決定した
全項目について精力的に取り組む姿勢を強調した。
　医療機器分野の規制・制度改革は▽医療機器の特
性を踏まえた制度の見直し▽承認審査手続きの迅速
化▽一部変更承認の合理化・迅速化▽全製造工程を
組織的に管理して品質保証体制を確立するための諸
基準に適合しているかを調べる「ＱＭＳ調査」の国
際的整合性の向上・合理化▽医療機器における「認
証」制度の改善▽医療機器に係る添付文書の省略▽
医療用ソフトウエア等の法令上の位置付けの明確化
―など。医薬品分野では▽ワクチンギャップの解消
▽ＧＣＰ省令の国際基準ＩＣＨ-ＧＣＰとの整合―
など。（７/１１MEDIFAXより）

高齢者医高齢者医療療
野田首相、後期高齢者廃止法案の提出断念も
／参院
　野田佳彦首相は７月１８日、社会保障と税の一体改
革関連法案が今国会で成立した場合、後期高齢者医
療制度廃止法案の今国会提出を断念する考えを明ら
かにした。参院社会保障と税の一体改革に関する特
別委員会で、今国会に廃止法案を提出する閣議決定
について、一体改革関連法案が成立すれば「効力は
消える」と述べた。自民党の宮沢洋一氏への答弁。
　野田首相が質疑で高齢者医療制度見直しについて
「（社会保障制度改革推進法案に規定した）社会保障
制度改革国民会議で議論する可能性は十分ある」と
の見通しを示したのを受け、宮沢氏は「国民会議で
議論する可能性を前提にするならば、廃止法案の提
出は事実上無理ではないか」と質問。これに対し、
野田首相は「推進法案を含めた８法案が成立すれば、
その後、国民会議が速やかにつくられる。その中で
議論されるのが基本線。一方、今国会中に後期高齢
者廃止法案を提出することは閣議決定として残って
いる」と答えた上で「（国民会議の設置を規定してい
る一体改革関連）法案が通れば、閣議決定の効力が
消える」と述べた。宮沢氏が「閣議決定が消えると
いうことは、ある意味で（法案提出を）断念すると
いうことだ」と応じたが、野田首相は反論しなかっ
た。
　民主党内では国民会議を設置する前の法案提出を
模索する動きがあったが、野田首相の発言は廃止方

針は維持するものの、設置前の法案提出を断念する
姿勢を示したことになる。（７/１９MEDIFAXより）

マイナンバマイナンバーー
医療個別法、取りまとめへ次回たたき台／マ
イナンバー制度で厚労省
　政府が進める社会保障・税番号制度いわゆる「マ
イナンバー制度」に対応する医療分野個別法の整備
に向けて、厚生労働省は「社会保障分野サブワーキ
ンググループ」と「医療機関等における個人情報保
護のあり方に関する検討会」の８月の合同会合へ取
りまとめに向けた「たたき台」を示し、９月中にも
取りまとめる方針だ。
　これまで▽医療分野個別法の必要性▽個別法の法
的枠組み▽効率的で安全な情報の取得・利活用のた
めの法的・技術的仕組み▽罰則と免責▽個別法の位
置付け、適用範囲、履行確保―の大きく５つの論点
について検討してきた。７月２３日の会合では、医療
分野の情報化と情報連携のための基盤の在り方につ
いて、厚労省がこれまでの議論を整理し、さらなる
議論を求めた。
　厚労省は「医療等ＩＤ（仮称）」と「医療等情報中
継データベース（ＤＢ、仮称）」を中心とする仕組み
を提案。ＤＢは福祉、税務、年金、労災などの情報
中継基盤になる「情報提供ネットワークシステム」
との接続機能を持たせる。ＩＤが利用できる範囲は
▽医療等サービス提供者（医療機関、薬局、介護事
業者など）▽保険者▽行政機関、地方公共団体―な
どを想定している。
　ＩＤを利用することで、同一人物を識別・認証で
き、情報を取り扱っている機関や取扱者も明確化で
きる。標準化されたデータ・仕様を整備することで
他機関でも情報をスムーズに取り扱うこともでき
る。こうした情報化を進めることで▽自身の健診情
報、診療情報の閲覧・管理▽保険料などの情報閲覧
▽給付・支給制度のお知らせ▽医療機関の地域連携
▽行政手続きと連携した医療情報の活用▽それぞれ
の保険者が実施している予防、保健事業との連携（地
域と職域の健診など）▽医療の質、効率性向上に向
けたデータ活用―などの推進が期待できるとした。
　会合で石川広己構成員（日本医師会常任理事）は
「医療連携で活用できる医療情報の範囲を定めて、誰
がどういう認証で見ることができるのか、どのよう
な範囲まで見えるのかはっきりさせるべき。はっき
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りしなければ賛成できない」と指摘した。
（７/２４MEDIFAXより）

消費消費税税
消費税問題、財務相と梅村氏が応酬／「必要
なら政府税調で議論」
　医療機関の控除対象外消費税問題をめぐり７月２５
日、参院「社会保障と税の一体改革に関する特別委
員会」で、民主党の梅村聡議員と安住淳財務相が激
しくやり合った。梅村議員は、診療報酬で補填する
現在の措置は、結果として患者に消費税負担をさせ
ているとの問題意識を示し、医療への課税の在り方
を政府税制調査会で議論するよう要望。安住財務相
から「必要であれば政府税調の中でも話し合いをし
ていきたい」との言葉を引き出した。ただ、安住財
務相は「（医療機関にも）適切な、ある程度の（消費
税）負担だけは、ぜひお願いしたい気持ちもある」
と述べ、現行の非課税制度の見直しに否定的な見解
を示した。
　安住財務相は一体改革での消費税率引き上げにつ
いて「今回も基本的に非課税で、高額投資について
は中医協の検証の場で結論をいただく」とし、「８％
時までに高額投資に関する消費税負担への手当ての
方法の結論を出していただき、次に医療に関する税
制的な配慮も幅広く検討していただきたい」と述べ
た。
　診療報酬の個別項目にどう配慮していくかについ
ては「率直に言って財務省はあまり得意ではない」
とし、医療現場の状況を見ながら厚生労働省が対応
すべきとの姿勢を示した。
　一方、梅村議員は「非課税措置自体が問題」と指
摘。非課税の問題点として「国民は消費税を払って
いない印象を持つが、診療報酬で補填すれば窓口負
担や保険料に消費税分が入っていることになり、実
質は患者が払っている」と述べた。窓口負担や保険
料にどの程度の消費税が含まれているのかは不透明
で「国民への説明責任を果たせない」とも問題提起
した。中医協の検証とは別に「政府税調でも、どう
いう方向でやっていくのか議論をしてほしい」と、
政府税調の会長でもある安住財務相に求めた。
●安住財務相「病院もある程度の負担を」
　安住財務相はこれに対し、医療は諸外国でも非課
税であると説明。医療機関の消費税負担が苦しい現
状には理解を示しつつも、「（負担を解消した場合）

では、その多額の減収分を誰が賄うのか」と穴埋め
財源に言及した。
　その上で「１０％の先を見据え、かたくなに（非課
税のまま診療報酬で補填する）今の制度を守るつも
りかということだろうが、医療現場全体をよく見定
めて、必要であれば政府税調の中でも話し合いをし
ていきたい」と答弁した。ただ、「一義的には厚労省
で医療現場の実態調査などをしてもらう。病院を経
営できないような状況は望んでいないが、適切な、
ある程度の負担だけはぜひお願いしたい気持ちもあ
る。その適切がどの程度かは十分に議論させてほし
い」とした。
　梅村議員は「諸外国がこうだからというのは理屈
にならない」と反論し、政府税調で議論することを
重ねて求めた。（７/２６MEDIFAXより）

総合合総合合算算
低所得者対策「保険の外で整理も」／香取政
策統括官
　厚生労働省の香取照幸政策統括官（社会保障担当）
は７月３１日、社会保障制度での低所得者対策につい
て「保険の中から出すものは出して整理する必要が
ある」と述べ、医療・介護などの自己負担額を合算
して上限を設ける「総合合算制度」の議論を契機に、
保険原理の観点から医療・介護・年金など制度ごと
に実施されている保険料一部負担の減免といった低
所得者対策を見直していく考えを示した。
　香取政策統括官は「社会保障制度の低所得者対策
の在り方に関する研究会」（座長＝駒村康平・慶応大
経済学部教授）で、「現行の個別制度で行われている
軽減措置のような低所得者対策をそのままにして、
総合合算制度を設計することは考えていない」と述
べた。
　総合合算制度導入に向けた論点として▽応能負担
による軽減措置（社会保険料の減免など）と受益段
階での軽減措置の考え方の整理▽保険原理の観点
（負担と給付）による補足給付の意味合いを持つ軽減
措置についての整理▽公費投入の有無など保険財源
が異なる各制度と総合合算制度との位置付けの整理
―などを挙げ、時間をかけてじっくり議論を進める
考えを示した。
　制度導入の前提となる社会保障・税番号制度の導
入で、国民一人一人の所得把握が一定程度進むこと
が期待できるとし、現行では主に「市町村民税世帯
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非課税」を基準としている低所得者の区分基準につ
いても見直す方向性を示した。
　秋ごろに開く次回会合では、総合合算制度につい
て論点整理を行う。（８/１MEDIFAXより）

医療イノ医療イノベベ
がん革新薬創出へ局横断組織を設置／厚労省
推進本部
　厚生労働省医療イノベーション推進本部（本部長
＝小宮山洋子厚生労働相）は７月６日開かれ、がん
医療と再生医療の施策を進めるため、省内に局横断
で課長級の担当者を集めたタスクフォースをそれぞ
れ設置した。がん医療のタスクフォースでは、「医療
イノベーション５か年戦略」に掲げた日本発の革新
的ながん治療薬を創出するため５年以内に１０種類程
度の医師主導治験を実施することを目標に掲げてい
る。
　推進本部は、政府の「医療イノベーション５か年
戦略」を省全体で推進するため５月に設置された。
厚労省医政局経済課によると、５か年戦略に掲げた
施策のうち、まず議論を進める必要のあるがん医療
と再生医療についてタスクフォースを設置した。
　がん医療では、難治性がんや希少がん等を中心に、
がんペプチドワクチンをはじめとしたがん免疫療
法、抗体医薬等の分子標的薬、核酸医薬等の創薬研
究を行い、５年以内に１０種類程度、医師主導治験へ
橋渡しすることを目指す。
　推進本部の資料によると、タスクフォースの取り
組みとして、バイオリソースを収集しがんゲノムの
解析を行うなどの基盤整備を行った上で、創薬の研
究事業を推進する。コンパニオン診断薬との同時開
発も進める。
　さらに、創薬支援ネットワークの２０１４年度中の構
築や臨床研究中核病院１５カ所程度の１３年度末までの
整備、医薬品医療機器総合機構の専門性の高い審査
員の増員などで創薬から治験、薬事承認につなげる
取り組みを推進する。
●再生医療製品の規制見直しへ
　一方、再生医療のタスクフォースでは、再生医療
製品に関する薬事規制の在り方について見直しを行
い、規制の仕組みを構築した上で、１３年の次期通常
国会までに薬事法改正法案を提出する。
　次回の推進本部は、夏の１３年度予算概算要求の提
出前後に開く。

　各タスクフォースの構成員は次の通り。
　〔がん医療〕＝大臣官房厚生科学課長、医政局研究
開発振興課長、健康局総務課長、がん対策・健康増
進課長（リーダー）、医薬食品局審査管理課長、安全
対策課長、保険局医療課長
　〔再生医療〕＝大臣官房厚生科学課長、医政局総務
課長、経済課長、研究開発振興課長（リーダー）、健
康局疾病対策課長、医薬食品局総務課長、審査管理
課長、監視指導・麻薬対策課長、血液対策課長。
（７/１０MEDIFAXより）

特特　区区
３府県医共同で特区対応委／兵庫県医・川島
会長「警戒必要」
　兵庫県医師会の川島龍一会長は７月５日、神戸市
で開いた報道機関との懇談会で、政府が進める医療
イノベーション５カ年戦略の一部に対して厳しく批
判した。川島会長は、京都府、大阪府、兵庫県、京
都市、大阪市、神戸市が進める「関西イノベーショ
ン国際戦略総合特区」と、大阪府と泉佐野市が進め
る「国際医療交流の拠点づくり『りんくうタウン・
泉佐野市域』地域活性化総合特区」には強い警戒が
必要だとして、兵庫・大阪・京都の３府県医師会共
同で「特区対応委員会」を立ち上げたことを明らか
にした。７月７日に初会合の予定。
　関西総合特区に関しては、医療の産業化と地域格
差拡大につながると指摘。りんくうタウン特区に関
しては、診療所での外国人医師・看護師研修に関す
る規制緩和が盛り込まれていることを警戒した。３
府県の対応委員会について川島会長は「共通のコン
セプトづくりをして今後の対応具体策を協議する。
看過すれば特区とはいえすぐに全国に浸透してしま
う規制緩和が多く、３府県の責任は重い」と述べた。
　イノベーション戦略関連では、個別化医療の基盤
づくりを目的に大規模バイオバンクを構築するとし
ている「東北メディカル・メガバンク計画」に関し
ても懸念を表明。東日本大震災の被災地を対象に復
興支援の一つとして進められることを「地域の脆弱
さにつけ込んだ強引な手法で、遺伝子情報の国家管
理につながる疑念は強い」とした。これについても
兵庫県医として、東北の関連医師会と７月末にも協
議する場を設定する準備を進めている。国立がん研
究センターが始めたバイオバンク用採血の「包括同
意窓口」にも厳しい警戒が必要と強調した。
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　兵庫県では県立こども病院のポートアイランド移
転計画が問題になっているが、反対の立場を取る川
島会長は「東日本大震災で見せつけられたベイエリ
アの病院施設の壊滅的状況から（推進側は）何も学
ぼうとしない」と批判。移転計画は地域医療再生基
金を使うことが前提であるにもかかわらず、交付条
件となっている「地域医師会の意見聴取」を兵庫県
が行っていないとも指摘した。
（７/９MEDIFAXより）

中医中医協協
外来管理加算は「総合医」の評価を／支払い
側の意見書
　中医協の支払い側と診療側の委員は７月１８日の基
本問題小委員会で、それぞれ基本診療料に対する考
え方を提示した。支払い側は「基本診療料に関する
意見」の中で、外来管理加算は２０１４年度改定で患者
を総合的かつ計画的に診る役割を担う医師を評価す
る仕組みに改変すべきと提案した。
　中長期的な検討課題として、患者を総合的かつ計
画的に診る役割を担う医師の養成と普及を促進する
ため、こうした医師の活動を評価する包括的な報酬
の在り方について検討すべきとした。同じく中長期
的課題として、外来診療の中で標準化が可能な疾病
から定額払い方式の導入に向けて検討するよう提案
した。
　このほか中長期的な課題としては、入院で出来高
払い方式を廃止し、原則として定額払い方式に移行
すべきと主張。ＤＰＣ制度も現行の１日当たり包括
払い方式から１入院当たりの定額払い方式への移行
を検討すべきとした。
　一方、次期改定に向けては「入院基本料」「初・再
診料、外来診療料、各種加算」「診療報酬の簡素・合
理化の推進」の３つの方向から提案。入院基本料で
は「急性期病床に看護必要度や診療密度が低い患者
が入院している可能性があり、検証・分析が必要」
とした。
　次期改定の主な検討内容として▽入院基本料は、
主に看護配置に基づき設定されているが、社会保障・
税一体改革に示された病院・病床機能の分化と関連
づけた検討▽看護配置と診療密度・看護必要度との
関係、入院期間等に関する調査に基づき患者の状態
像に対応する評価方法を導入し、看護必要度が低い
患者が、高い入院基本料を算定できない仕組みの構

築▽入院前の検査等を入院基本料に包括化させる検
討―なども挙げた。（７/１９MEDIFAXより）

一般病棟入院基本料の定義付け必要／診療側
の意見書
　中医協の診療側委員は７月１８日の中医協・基本問
題小委員会に提示した基本診療料に関する意見で、
２０１４年度診療報酬改定の検討課題として、入院基本
料では▽看護師の月平均夜勤時間７２時間ルール▽１２
年度改定で入院基本料に包括化された栄養管理実施
加算の基準を満たさない場合の診療報酬上の対応―
などを挙げた。
　中長期的な取り組みでは「入院診療の要をなす一
般病棟入院基本料の定義付けに関する議論」を行う
よう提案。入院基本料は２０００年度に入院時医学管理
料、看護料、室料・入院環境料が包括されたが、現
状では何がどのように評価されているかが不明と
し、「入院基本料がもっぱら看護配置基準ありきで評
価される構造は適切とは言えない」と指摘した。
　一般病棟入院基本料は、包括化前の入院時医学管
理料などにさかのぼりながら▽基本的な医学管理に
必要な費用▽基本的に医療従事者配置に必要な費用
▽基本的な施設・設備および環境の維持に必要な費
用―を明確に定義付けることが必要とし、原価、コ
スト調査の必要性を示した。
　その上で、一般病棟入院基本料の評価体系の在り
方、加算や特掲診療料による評価との関係などにつ
いて検討すべきとし、基本問題小委の下にワーキン
ググループを設置し、詳細な検討を行うことを提案
した。（７/１９MEDIFAXより）

入院基本料「看護配置主体」見直しへ／中医
協小委で一致
　中医協の診療側・支払い側の各側委員は７月１８日
の診療報酬基本問題小委員会（小委員長＝森田朗・
学習院大教授）で、看護配置がベースとなっている
現在の入院基本料の構造を見直す方向で一致した。
各側とも「医療必要度」を基準に入院基本料を評価
する必要性を指摘。今後は医療必要度をどのように
評価して入院基本料に反映させるかが焦点となりそ
うだ。
　支払い側の白川修二委員（健保連専務理事）が
「看護配置をベースとしている入院基本料を改善す
べきとの意見では診療側と一致していると思う」と
述べ、診療側の西澤寛俊委員（全日本病院協会長）
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も「看護配置だけでやっているのはおかしい、とい
う点では完全に一致している」と応じた。
●検討の手法で微妙なズレも
　診療側は入院基本料を見直す際は「医学管理料」
「看護料」「室料」など入院基本料の構成要素を整理
してコストを議論する必要があると主張した。
　一方、支払い側の白川委員は「何を基準に点数を
付けるかで考え方が違う」と述べ、医療必要度を
「急性期」「回復期」「亜急性期」などに分けて評価す
る方向性を目指すべきと提案。診療側が提案してい
る入院基本料を構成する要素の分析については「膨
大な時間がかかる」とし、病院経営上、入院基本料
がどのような位置付けにあるのかや、１ベッド当た
りの診療報酬の内訳などを整理すべきとした。
（７/１９MEDIFAXより）

一般名処方で後発品促進「効果大」／中医協・
薬価専門部会
　２０１２年度診療報酬改定での「一般名処方加算」の
新設で後発医薬品の使用促進が加速している。中医
協・薬価専門部会（部会長＝西村万里子・明治学院
大教授）の加茂谷佳明専門委員（塩野義製薬常務執
行役員）は７月１８日の部会で、後発医薬品の使用促
進策が効果を挙げているとの実感を述べた。
　加茂谷専門委員は４月の診療報酬改定で新設され
た一般名処方加算について「効果が非常に強く、医
療現場に浸透している。これまでにないスピードで
後発品への置き換えが進んでいる」と述べた。
　加茂谷専門委員の発言に続き、岩佐孝参考人（沢
井製薬常務取締役）も一般名処方加算の新設に加え
て、保険薬局での情報提供により後発品の使用が促
進しているとし、「沢井製薬では４月以降、前年対比
で２割増の状況が続いている」と述べた。

先進医先進医療療
先進と高度の一本化、詳細公表／厚労省が３
局長通知
　厚生労働省は７月３１日、これまで薬事法上の適応
の有無で分けていた第２項先進医療（先進医療）と
第３項先進医療（高度医療）の制度を一本化する新
制度について、医政局長、医薬食品局長、保険局長
連名の通知を、各都道府県知事や各地方厚生（支）
局長、各関係団体らの代表宛てに発出した。１０月１
日から運用を開始する新制度の手続き方法などの詳

細や、新制度で使用する各種書類様式などが含まれ
る。通知文書の厚労省ホームページへの掲載は来週
の予定。
　１０月からは、「先進医療専門家会議」と「高度医療
評価会議」が別々に行っていた審査を「先進医療会
議」に一本化し、事前相談と申請の窓口は医政局研
究開発振興課に一本化する。２０１３年には「医療上の
必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」が“医
療上の必要性が高い”と判断した抗がん剤の審査を
迅速化するルートの運用も開始する計画だ。
（８/１MEDIFAXより）

費用対効費用対効果果
費用対効果、国と臨床現場で議論進む／中医
協と受保連
　日本でも医療技術の費用対効果について本格的な
検討が始まった。中医協・費用対効果評価専門部会
では、ルール作りをめぐって慎重論はあるものの、
検討を進めるべきとの意見が大勢となっている。一
方、医療の価値を医療従事者と患者の双方で議論し、
必要な医療財源を考える「受療者医療保険学術連合
会（受保連）」も動き出す。国の論議と臨床現場での
論議が同時並行で進み出した。
●技術評価の判断目安に／鈴木医療課長
　費用対効果の検討を進める意義について厚生労働
省保険局医療課の鈴木康裕課長は取材に対し「薬事
法承認品目は一定程度以上の有効性、安全性が確立
されているが、これまで費用対効果の検討は必ずし
もされていない。費用対効果評価専門部会では、実
際の効果に比べ評価が高すぎるモノや技術について
だけではなく、革新性が高いのに現行の枠組みの加
算だけでは正当な評価を受けることができないモノ
についても、判断する際の一つの目安として費用対
効果を検討してはどうかということが基本的な考え
方だ」と述べた。
　検討に当たっては▽全てのモノや医療技術が対象
ではない▽費用対効果評価だけで保険収載や価格を
決定しない─というのが基本的な考え方。この基本
認識について鈴木課長は「これまでの議論で共有化
できたのではないか」とし、「共通の評価指標を作る
上で、さまざまな意見を踏まえ、次回会合で議論を
整理し、（再度、検討スケジュールなどを）提示した
い」と述べた。
●受保連「医療価値を見える化」／大阪大・田倉教授
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　一方、受保連は９月末までに設立総会を行う計画
だ。副会長を務める大阪大の田倉智之教授は、取材
に「患者と医療従事者が一緒になって臨床現場の目
線で、患者が新たな医療技術や医療機関に適切な負
担でアクセスできるよう、“医療の価値の見える化”
の仕組みをつくっていきたい。そのためには限られ
た医療資源をできるだけ有効活用することが求めら
れる」と述べた。
　その上で「社会経済的に意義の高い医療技術は、
それに見合うだけの対価、負担を論じるべき。費用
対効果や行動経済学などの手法も使って検討する。
結果は医療関係者だけでなく、国民に広くメッセー
ジとして発信したい」とした。
　受保連は患者系組織２５団体（会員数約１２万人）と
医療従事者で構成。医療従事者は医師、看護師ら個
人での参加が基本ルールだ。田倉教授は「検討結果
は具体的なアクションとして全国の患者に伝達し、
行動変容につなげたい」と述べた。
（７/９MEDIFAXより）

医療費適正医療費適正化化
たばこや後発品促進など目標設定を説明／第
２期医療費適正化
　厚生労働省保険局は８月６日、２０１３年度から始ま
る国や都道府県の第２期医療費適正化計画（５年計
画）策定に向けた都道府県担当者への説明会を省内
で開き、第２期計画の基本的な考え方や特定健診・
特定保健指導制度の変更点、医療費の見通しの推計
方法などについて説明した。
　第２期計画では地域主権改革の観点から都道府県
医療費適正化計画の記載事項が変更され、「医療費の
見通し」以外の「特定健診・保健指導の実施目標」
や「平均在院日数の短縮」などの目標は都道府県が
任意で記載できるようになった。厚労省はこれを踏
まえて基本方針の改正を進めており、説明会で同局
総務課医療費適正化対策推進室は▽ＰＤＣＡサイク
ルに基づいた実績評価や見直し▽特定健診・保健指
導の全国目標に対する都道府県の目標目安▽たばこ
対策の目標・施策例の記載▽後発医薬品の使用促進
に向けた目標・施策例の記述▽保険者との連携―な
どの改正ポイントを説明した。
　基本方針は８月下旬に実施するパブリックコメン
トの内容を踏まえて、９月中に告示する。各都道府
県は１２年度中に計画を策定。国の計画「全国医療費

適正化計画」も都道府県の計画内容を踏まえた上で、
年度内に策定することになる。
　特定健診・保健指導の全国目標は引き続き特定健
診実施率が７０％、特定保健指導実施率が４５％。メタ
ボリックシンドローム該当者・予備群の減少率の目
標は２５％（０８年度対比）に見直す。
（８/７MEDIFAXより）

基準病床基準病床数数
基準病床数の算定数値を改正／厚労省医政局
　厚生労働省は７月３日付で、医療計画の基準病床
数を算定する際に使う基準病床数の数値を一部改正
し、官報告示した。また医政局指導課長名の通知を
７月３日付で都道府県担当者宛てに通知した。各都
道府県が２０１３年度から実施する次期医療計画の策定
作業に活用することになる。
　数値は厚労省が最新の統計に基づいて改正した。
改正内容は▽性別・年齢階級別の長期療養入院・入
所需要率▽地方ブロックの性別・年齢階級別一般病
床退院率▽療養病床・一般病床の病床利用率▽平均
在院日数―の４点。
　改正後の病床利用率は、療養病床が０.９２（現行は
０.９３、以下同）、一般病床が０.７７（０.８０）とした。地
方ブロック別の平均在院日数は以下の通り。
▽北海道＝１８.０日（１９.６日） ▽東北＝１７.０日（１９.７日）
▽関東＝１５.１日（１７.４日） ▽北陸＝１７.３日（１９.７日）
▽東海＝１４.８日（１７.１日） ▽近畿＝１６.６日（１９.１日）
▽中国＝１７.６日（２０.３日） ▽四国＝１８.５日（２０.３日）
▽九州＝１８.２日（２０.１日）。 （７/１１MEDIFAXより）

特定健特定健診診
第２期特定健診、取りまとめ内容公表／厚労省
　厚生労働省は７月１３日、第２期特定健診等実施計
画期間（２０１３－１７年度）の特定健診・保健指導の在
り方について「保険者による健診・保健指導等に関
する検討会」が取りまとめた内容を公表した。
　第２期では、腹囲を第１基準に高血圧や高血糖な
どの健康リスクに応じて特定保健指導の対象者を選
定する現行の階層化基準を維持する。腹囲を第１基
準にするのがよいかどうかはエビデンスの蓄積を待
ち、科学的な見地からあらためて検討することにし
た。
　実施率の目標値は、第１期に引き続き特定健診は

京都保険医新聞

１３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１５８号

２０１２年（平成２４年）８月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８３１号



７０％、特定保健指導は４５％を全国目標とした。保険
者ごとに目標値も設定した。特定健診の実施率目標
は、市町村国保６０％、国保組合７０％、全国健康保険
協会（船員保険を含む）６５％、単一健保９０％、総合
健保（日本私立学校振興・共済事業団含む）８５％、
共済組合９０％とした。
　保険者が負担する後期高齢者支援金の額に特定健
診・保健指導の実施状況を反映する加算・減算制度
については、高齢者医療制度を見直す際に在り方を
あらためて検討することを前提として実施すること
にした。加算対象となるのは特定健診または特定保
健指導の実施率が実質的に０％の保険者で加算率は
０.２３％。（７/１７MEDIFAXより）

国国　保保
都道府県調整交付金で配分ＧＬ／厚労省保険
局が通知
　厚生労働省保険局は、４月施行の改正国保法によ
り国保の給付費に占める割合を２％引き上げた「都
道府県調整交付金（県調交）」について、都道府県が
交付金で市町村の国保財政を調整する際に参考とす
る配分ガイドライン（ＧＬ）を見直し、７月１２日に
都道府県に通知した。
　都道府県による財政調整機能を強化するととも
に、市町村国保財政安定化のための共同事業拡大を
推進するため、改正法では県調交の給付費に占める
割合を７％から９％に引き上げた（定率国庫負担は
３４％から３２％に引き下げ）。県調交は、医療費水準や
所得水準の市町村格差に伴う不均衡などを調整する
ために都道府県が交付するもので、配分については
都道府県内の状況に応じて都道府県が条例で決める
ことになっている。２％の引き上げ分は２０１２年度ベ
ースで約１５００億円。
　交付金には、一定の算定ルールでの調整に当てる
「１号交付金」と、一定のルールでは対応できない地
域の特殊事情に応じた調整を行う「２号交付金」が
あり、従来のＧＬでは県調交７％の配分を１号交付
金に６％程度、２号交付金に１％程度としていた。
新ＧＬでは県調交の２％引き上げに伴い、２号交付
金を３％程度とした。
　一定額を超える医療費を都道府県内全市町村の拠
出で共同負担する「保険財政共同安定化事業」は、
現行では１件３０万円を超えるレセプトの医療費を対
象としているが、１５年度からは全ての医療費が対象

になる。これに伴って拠出が著しく多くなる市町村
もあるため、新ＧＬでは２号交付金で激変緩和措置
を行うことなども明記した。（７/１７MEDIFAXより）

生活保生活保護護
医療扶助指定機関、要件見直し検討／生活支
援戦略中間まとめ
　小宮山洋子厚生労働相は７月５日の国家戦略会議
（議長＝野田佳彦首相）に、生活保護制度の見直しを
含む「生活支援戦略」の中間まとめを提出した。医
療扶助適正化のため、生活保護法での指定医療機関
制度について、指定要件や有効期間、取り消し要件
などの観点から見直しを検討する。電子レセプトを
活用した重点的な点検指導も行う。生活保護受給者
への後発医薬品の使用促進もする。秋に最終報告を
まとめる。
　生活支援戦略は、生活困窮者が経済的困窮と社会
的孤立から脱却することや、親から子への貧困の連
鎖を防止することなどを目標にしている。生活保護
制度については、必要な人には支援するという考え
を維持しつつ、給付の適正化を推進することで国民
の信頼に応えた制度の確立を目指す。
　医療機関の指定制度について厚生労働省は「（健康
保険法に比べて）指定・取り消し要件が具体的に定
められていない」との問題意識を示した。
（７/６MEDIFAXより）

１０年度医療扶助、精神・循環器で５割／厚労省
　厚生労働省は７月１３日、民主党の生活保護ワーキ
ングチーム（梅村聡座長）と社会的包摂プロジェク
トチーム（福山哲郎会長）の合同会議に、生活保護
受給者に対する医療扶助費の構成割合を提示した。
傷病分類（入院と入院外の合計）別に見ると、２０１０
年度は「精神・行動の障害」が２９.９％で最も高く、
２番目に高い「循環器系の疾患」の１８.６％と合わせ、
精神関連疾患と循環器系疾患で全体の約５割に迫っ
た。
　厚労省は「精神系、循環器系は（治療が）長期化
傾向になって『医療が必要ない』という状況になり
にくい」と説明した。３番目以降は「その他」１８.６％、
「新生物」８.６％、「内分泌・栄養・代謝疾患」６.６％、
「筋骨格系・結合組織の疾患」６.１％などと続いた。
　年齢階級別では、７０歳以上が４０.９％、６０歳代が
２８.４％となり、高齢化を受けて６０歳以上が全体の約
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７割を占めた。厚労省は「レセプト１枚の点数が高
いわけではなく、ほとんどの方が医療を必要として
いるため、医療機関に行っている結果が数字につな
がっていると思われる」と分析した。
　厚労省によると、１０年度の生活保護費負担金（事
業費ベース）は３兆３２９６億円。このうち医療扶助費
は全体の４７.２％となる１兆５７０１億円だった。
（７/１７MEDIFAXより）

審審　査査
後発品適応外の審査「一律に査定でなく」／
政府答弁書
　政府は７月１７日、先発医薬品と効能効果に違いが
ある後発医薬品が変更調剤された場合の診療報酬請
求の審査について、１月１７日付の厚生労働省保険局
長通知で示した見解に「変更はない」とする答弁書
を閣議決定した。田村智子参院議員（共産）の質問
に答えた。
　通知は、保険局長が社会保険診療報酬支払基金理
事長宛てに出したもの。先発品と効能効果に違いが
ある後発品が変更調剤された場合の診療報酬請求の
審査について、一律に査定を行うことは、後発品へ
の変更調剤が進まなくなることや、それに伴い医療
費が増える可能性があることなどを保険者に説明
し、影響を理解してもらうよう努めることを要請。
一律に査定するのではなく、個別の症例に応じて適
切な審査を行うよう求めている。
　田村氏は後発品の利用促進に向けた環境整備の観
点から、通知に関して▽現在も見解は維持されてい
るのか▽国民健康保険団体連合会が行う審査にも当
てはまるのか▽医療機関、調剤薬局、審査支払機関、
保険者、地方厚生局等に周知しないのか―の３点を
尋ねた。
　答弁書では、通知の見解に変更はないと回答。通
知は、国保連も含め診療報酬請求の審査について一
律に行うのではなく、個別の症例に応じて保険医療
機関および保険医療養担当規則、診療報酬の算定方
法等に基づき行うとする審査の原則を示したもの
で、保険医療機関等に個別に周知することは考えて
いないとしている。（７/１９MEDIFAXより）

監監　査査
開業医遺族、監査時の対応で調停申し立て／
鳥取県東部医師会に
　鳥取県東部医師会の会員だった故増田聰子医師が
２００７年１２月に自殺した際、当時の医師会の対応が不
透明だったとして、遺族らは７月１９日、同医師会と
板倉和資会長に説明を求める民事調停を鳥取簡裁に
申し立てた。遺族らは、増田医師は鳥取社会保険事
務局（当時）の指導・監査を苦にして命を絶ったと
みており、監査に立ち会った板倉会長と同医師会の
対応をただしたい考えだ。
　横浜市で開業する夫ら遺族は、厚生労働省内で会
見した。遺族らは、増田医師の心身状態など監査時
の状況や、増田医師の退会手続きをめぐる東部医師
会の対応などについて説明を求めており、当時の東
部医師会と増田医師の会員契約の関係について明ら
かにしたいとした。ただ、代理人の井上清成弁護士
は、増田医師が自殺した責任を追及する考えは一切
ないとしている。
　申立書によると、増田医師の診療所は不正請求の
疑いで０７年７月に個別指導を受け、同８月から９月
にかけて計４回の監査が行われた。監査が行われて
いた９月に増田医師が板倉会長に相談を持ち掛けた
ところ、保険医の辞退や診療所の閉鎖を促されたと
いう。
　１０月末に増田医師は保険医の登録取り消し処分と
診療所の保険医療機関指定取り消し処分を受けた。
社会保険事務局からは、過去５年分のカルテの不正・
不当請求箇所を訂正したレセプトを１１月末までに提
出するように求められた。
　増田医師は横浜市医師会への異動手続きを行った
後、１１月３０日に退会の意向を伝えたが、東部医師会
は異動による退会は受け入れられないとして拒否
し、裁定委員会への出頭を求めた。１２月２８日に増田
医師が亡くなると、東部医師会から裁定委員会の結
果として「退会届は１１月３０日付で受理した」とする
手紙が届いたという。
　夫の増田肇医師は会見で、監査の立会人は臨床医
家を代表して第三者的な視点で意見を述べる立場に
あるのではないかとした上で、妻の事案を振り返り、
立ち会いについて「まったく判然としない制度だ」
と述べた。（７/２０MEDIFAXより）
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柔道整柔道整復復
柔道整復「医行為ではなく医療保険でも区別」
／政府答弁書
　政府は７月２４日、医師と柔道整復師の医療保険上
の評価は、医行為が認められているか否かで区別し
ているとする答弁書を２件、閣議決定した。
　答弁書は柔道整復について「医師が医学的判断お
よび技術をもって患者を診察し疾病または負傷の状
態を診断することとは異なる」とし、医行為が認め
られている医師の診療報酬と、医行為が認められて
いない柔道整復師の療養費の評価に違いがあっても
矛盾はないとした。
　健康保険法に規定されている「傷病手当金」を支
給申請する際、医師の意見書には「傷病手当金意見
書交付料」が設けられている一方、柔道整復師の意
見書には療養費の算定基準がない点も同様とした。
　平山泰朗衆院議員（無所属）と内山晃衆院議員
（新党きづな）の質問に答えた。
（７/２４MEDIFAXより）

予防接予防接種種
予防接種法改正案、早期提出に向け市町村と
調整／政府答弁書
　政府は７月２７日、子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰ
Ｖワクチン）を定期接種化する予防接種法改正案を
早期に国会提出できるよう、厚生労働省が市町村な
どと調整を進めているとする答弁書を閣議決定し
た。山谷えり子参院議員（自民）の質問に答えた。
　答弁書はグラクソ・スミスクラインのＨＰＶワク
チン「サーバリックス」について、「国内の２０－２５歳
までの女性１０４０例を対象とした臨床試験で６カ月間
の持続感染予防の有効性が認められ、海外の臨床試
験でも子宮頸がん予防について有効性が認められて
いる」と説明。ＨＰＶワクチンの定期接種化に向け、
厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会が予防接
種制度の見直しを提言し、厚労省は予防接種法改正
案を早期に国会提出するため市町村などと調整を進
めているとした。（７/３０MEDIFAXより）

ＨＰＶワクチン、原則個別接種を要請／政府
答弁書
　政府は７月２７日、子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰ
Ｖワクチン）を予防接種法で定期予防接種に位置付

けた場合、原則として個別接種を実施するよう市町
村に要請していくとする答弁書を閣議決定した。上
野通子参院議員（自民）の質問に答えた。
　上野氏は定期予防接種について、実施する市町村
に対して集団接種ではなく個別接種を原則としてい
る理由を問い、その上で子宮頸がん予防ワクチンに
ついても個別接種を原則としつつ学校施設での集団
接種を認めるのか、政府の見解をただした。
　答弁書は個別接種を原則とする理由について「被
接種者の個人的な体質などをよく理解したかかりつ
け医が、被接種者の当日の体調などを的確に把握し
た上で予防接種を行うことが望ましいため」と説明。
子宮頸がん予防ワクチンについても、予防接種法で
定期接種に位置付けた場合、原則として個別接種を
市町村に要請していくとした。

新型フ新型フルル
新型フル有識者会議が初会合／政府行動計画
を議論
　政府の新型インフルエンザ等対策閣僚会議の下に
新設された「新型インフルエンザ等対策有識者会議」
（会長＝尾身茂・年金・健康保険福祉施設整理機構理
事長）は８月７日、首相官邸で初会合を開き、新型
インフルエンザ等対策特別措置法に基づく政府行動
計画の内容や、緊急事態宣言の要件など政令で定め
る重要事項について議論を開始した。年明けごろに
中間取りまとめを行い、２０１３年春にも特措法を施行
する予定。
　野田佳彦首相は会合の冒頭で「今国会で成立した
特別措置法は（新型インフルエンザ対策に）万全を
期するための大きな一歩だ」と挨拶し、今後は政府
行動計画を策定する際に、全ての関係者が迅速かつ
一丸となって対応できる環境を整える必要があると
した。
　会議では、内閣官房新型インフルエンザ等対策室
が、有識者会議や、同会議の下に設置する「医療・
公衆衛生に関する分科会」「社会機能に関する分科
会」で検討する内容を説明した。「医療・公衆衛生に
関する分科会」では、新型インフルエンザが発生し
たときにワクチンを優先的に接種する医療関係者・
社会機能維持者の具体的な登録方法や、効果的な集
団接種の実施方法、住民に予防接種する際の優先接
種対象者の考え方を検討する。また医療提供体制確
保の面では、新型インフルエンザ発生時に要請・指

京都保険医新聞

第１５８号１６

２０１２年（平成２４年）８月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８３１号



示の対象となる医療従事者の範囲や業務内容、高い
リスクを背負う医療従事者への二次感染の補償基準
なども議論する。（８/８MEDIFAXより）

産科補産科補償償
産科補償「保険会社の取り分」で厳しい意見
も／社保審・医療保険部会
　社会保障審議会・医療保険部会が７月３０日開かれ、
日本医療機能評価機構が産科医療補償制度の運営状
況について報告した。一部の委員からは、保険会社
の取り分を疑問視する意見や、制度を根本から見直
すべきなど厳しい意見が出た。今後も継続して議論
していく。
　産科医療補償制度の収支状況は、２００９年度の収入
保険料が３１５億円、補償対象件数は１７２件で補償金支
払いが５２億円。事務経費を差し引いた２１４億円が将来
の補償金支払いのために保険会社が管理する備金と
なっている。１０年度は収入保険料３２４億円、補償対象
件数は１２６件で３８億円を支払い、支払備金は２５０億円。
１１年度は収入保険料３１８億円、補償対象件数は２６件で
８億円を支払い、支払備金は２７３億円となっている。
　白川修二臨時委員（健保連専務理事）は「保険料
を保険者が負担している。ノープロフィットが原則
であるべきで、保険会社も基本的にはノープロフィ
ットの財政的配慮をすべきでないか」と指摘し、次
回以降、保険会社にどの程度の資金が渡されている
かなど現状を提示してもらいたいとした。さらに、
備金の金利、運用益はどうなるのかなども併せて提
示するよう求めた。
　菅家功本委員（連合副事務局長）も「この制度の
責任主体はどこにあるのか。法律に基づく制度に根
本から見直すべきでないか」と問題提起した。
　一方で他の委員からは現行の運営状況に一定の理
解を示す意見もあった。（７/３１MEDIFAXより）

医師医師数数
医師数、新たな需給推計を実施へ／小宮山厚
労相が答弁
　小宮山洋子厚生労働相は７月３０日、新たに医師の
需給見通しに関する検討を始める方針を明らかにし
た。参院「社会保障と税の一体改革に関する特別委
員会」で需給推計に対する姿勢を問われ、実施に前
向きな考えを示した。自民党の古川俊治氏に対する

答弁。
　厚生労働省は２００６年７月、「医師の需給に関する検
討会」（矢崎義雄座長）の議論を通じて需給推計をま
とめた。古川氏はその後の新たな推計が出ていない
点を指摘し、「今、なぜ新たなシミュレーションに取
り組まないのか」と質問。これに対し小宮山厚労相
は「やるようにしたいと思う」と応じた。
（７/３１MEDIFAXより）

女性医女性医師師
日医女性医師バンク、３００人が現場復帰／開設
５年半の実績強調
　日本医師会が女性医師支援センター事業の一環と
して運営する女性医師バンクの就業実績が延べ３１９
件になった。求職登録者数は延べ６４６人で、開設から
約５年半で求職登録者の約半数が就業したことにな
る。７月２５日の定例会見で報告した小森貴常任理事
は「数字は少ないが中身の濃い数字だ」と評価した。
　２０１２年６月末現在で延べ６４６人の求職登録者数の
うち、就業が成立したケースは３０２件、再研修を紹介
したケースは１７件だった。求人登録施設数は延べ
１５６６施設、求人登録件数は延べ３７４３件。現在の求職
登録者は２４６人で、求人登録件数は９１８件となってい
る。
　女性医師バンクは０７年１月に開設され、会員・非
会員を問わず利用できる。現役の女性医師がコーデ
ィネーターとして相談業務やマッチングに当たって
いる。（７/２６MEDIFAXより）

応召義応召義務務
応召義務「個々の事例で検討必要」／政府答
弁書
　政府は７月３１日、紹介状のない患者が選定療養と
して特別の料金を支払わないことのみを理由に２００
床以上の病院が診療を拒むことは応召義務違反に当
たるのかどうかについて「応召義務の有無の判断に
当たっては、正当な事由の有無を個々の事例に即し
て具体的に検討することが必要」との答弁書を閣議
決定した。丸山和也参院議員（自民）の質問に答え
た。
　患者が病院の窓口で医師でない職員に診療の申し
込み手続きをした場合、医師法１９条の「診療治療の
求めがあった場合」に該当するのかについては「医
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療機関での医師と窓口職員との連携状況など個々の
事例に即して具体的な検討が必要」とした。
（８/１MEDIFAXより）

外国人患外国人患者者
外国人患者受け入れ「十分配慮して取り組む」
／政府答弁書
　政府は８月３日、「国際医療交流（外国人患者の受
け入れ）」について、日本の医療の強みを提供しなが
ら推進するが、国内では医師の地域偏在などの課題
があるので、医療目的に訪日する外国人患者の受け
入れに関し十分配慮しながら取り組んでいくことが
重要との答弁書を閣議決定した。木村太郎衆院議員
（自民）の質問に答えた。
　国際医療交流は政府が掲げた２１の国家戦略プロジ
ェクトの一つ。政府は答弁書で、国際医療交流を進
めるための取り組みとして「外国人患者受け入れ医
療機関認証制度」が７月から運用を開始したことに
触れた。その上で、同認証制度は医療機関の通訳体
制の整備や宗教・習慣の違いを考慮した対応などを
評価するが、外国医師の配置は評価項目にしていな
いため、医師法などの改正は考えていないと説明し
た。
　木村議員は質問主意書で、医療ツーリズムの拡大
をめぐり「海外の富裕層の患者を優先すれば国内の
医療機関や地域間に格差が益々広がる」との声があ
るが、どのように対応するのか、医師法などの整備
にどのように取り組むのか、などと質問した。
（８/６MEDIFAXより）

専門専門医医
新専門医、第１期認定は１８年度／厚労省案、
第三者機関は１３年度
　新たな専門医制度の創設に向け、厚生労働省は７
月６日、「専門医の在り方に関する検討会」（座長＝
髙久史麿・日本医学会長）に、最短で２０１３年度に第
三者機関を設立し、１５年度から新制度による第１期
の専門医研修（後期研修）を始めるスケジュール案
を示した。スケジュール通りに進めば、１８年度に第
１期の専門医認定が行われる。
　厚労省は新しい専門医制度を地域の医師偏在解消
につなげる方策についてもたたき台を示した。教育
病院の受け入れ定員の状況を踏まえ、全国レベル・

都道府県レベルで診療領域ごとに専門医の養成数を
管理する仕組みを提案。「教育病院群」を基幹病院と
地域の協力病院で構成し、一定期間は協力病院で専
門医研修を行う案も示した。（７/９MEDIFAXより）

「総合診療医」基本領域の専門医に／厚労省検
討会中間まとめ案
　新たな専門医制度の創設に向けて、厚生労働省の
「専門医の在り方に関する検討会」（座長＝髙久史麿・
日本医学会長）は８月３日、「総合医・総合診療医」
を基本領域の専門医に加えることなどを盛り込んだ
中間まとめ案をおおむね了承した。議論を踏まえ、
厚労省は８月中にも中間まとめを固める。診療科偏
在・地域偏在の解消に向けて前回の検討会で厚労省
が道筋を示した「地域医療の安定的確保について」
と「今後のスケジュール」の２つのたたき台は、十
分な議論を行っていないことから、参考資料として
添付することは見送った。
　９月からは、中間まとめで「継続議論」とされた
論点を中心に▽第三者機関設立と新専門医制度開始
のスケジュール▽専門医の診療科偏在・地域偏在と
新専門医制度の関係─などについて、２０１２年度末の
最終報告に向けて議論を詰めていく。新専門医制度
に関連して、厚労省は中立的な第三者機関設立に向
けた初期投資や総合医・総合診療医の養成に関して、
２０１３年度予算概算要求を視野に入れている。
　今回の中間まとめ案では、「総合医」と「総合診療
医」の名称について検討会として結論が得られてい
ないことから「総合医・総合診療医」の併記とした。
（８/６MEDIFAXより）

統合医統合医療療
統合医療の捉え方「一定の線引きを」／厚労
省検討会
　厚生労働省の「『統合医療』のあり方に関する検討
会」（座長＝大島伸一・国立長寿医療研究センター総
長）は８月６日、「統合医療」の捉え方について、西
洋医学と組み合わせて実施する代替医療や相補医療
など１９項目を例示した。ホメオパシーや各種マッサ
ージなど一部の療法に対し、構成員からは統合医療
として捉えるべきではないとの意見が上がった。
　同検討会は「統合医療」の定義として共通認識が
確立していないことを踏まえ、米国衛生研究所相補
代替医療センターの「統合医療」やＷＨＯの「伝統
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医学」の定義を参照しつつ、「統合医療」の▽概念▽
現時点での科学的知見▽安全性・有効性の評価▽推
進のための取り組み―について検討を進めている。
　厚労省は「統合医療」に関するこれまでの議論を
整理し、「統合医療」について「近代西洋医学と他の
療法を組み合わせたもので、医師主導で行う医療」
との捉え方を提示した。「他の療法」として、相補・
代替医療といわれている▽はり・きゅう▽各種マッ
サージ▽骨接ぎ・接骨▽整体▽カイロプラクティッ
ク▽ホメオパシー▽漢方・生薬―など１９項目を例示
した。（８/７MEDIFAXより）

救済制救済制度度
抗がん剤救済制度見送り、「結論出せない」／
厚労省・検討会
　厚生労働省の「抗がん剤等による健康被害の救済
に関する検討会」（座長＝森嶌昭夫・名古屋大名誉教
授）は７月１３日、抗がん剤被害救済制度の創設を見
送る内容の取りまとめ骨子案を了承した。骨子案で
は「現時点では制度の導入は結論が出せる段階にな
いと言わざるを得ない」と結論付けた。取りまとめ
は次回の検討会になるが、救済制度の創設を見送る
ことは事実上決まった。
　救済制度の検討の発端はイレッサ訴訟で原告団か
らの要望を受け、細川律夫前厚生労働相が２０１１年１
月の記者会見で制度の検討を行うことを表明したこ
とだ。その後１１年６月から計１０回検討会が開かれ、
学会や患者団体、製薬団体などの聞き取りで制度創
設に多くの課題があることが分かった。
　示された骨子案によると、今まで挙がった問題点
として、抗がん剤と副作用の因果関係についてがん
による症状や合併症などとの区別が難しいほか、制
度が導入されると製薬企業が拠出金のコストが増え
ることを懸念して日本での抗がん剤の開発、販売に
消極的になる可能性があるなどとした。骨子案では
こうした問題点を受け、結論が出せる段階にないと
結論付けた。
　議論では委員から骨子案に賛同する意見が相次
ぎ、制度創設の見送りが事実上決まった。
（７/１８MEDIFAXより）

震震　災災
長期戦に備え、厚労省復興対策本部設置／本
部長に小宮山厚労相
　厚生労働省は７月２０日、省内に「東日本大震災厚
生労働省復興対策本部」を設置した。厚労省として
長期戦になる東日本大震災の復興に備えると同時
に、震災発生直後からの対応を再検証して反省点を
洗い出し、次の大災害に備える意味合いがある。本
部長には小宮山洋子厚生労働相が就いた。
　初会合では、厚労省の対応をめぐる課題や反省点、
今後求められる対応策などをまとめた報告書が提出
された。民間出身者によるアフターサービス推進室
が中心にまとめた。内容は①厚労省の対応体制②医
師・看護師等の人材確保③避難所への住民移送や医
薬品・医療機器の配備④義援金の早期配分⑤心のケ
アを含めた子ども・子育ての復興⑥雇用の復興―の
６項目で構成する。（７/２３MEDIFAXより）

被災者の減免措置、１０月から自治体２割負担
／政府が事務連絡
　厚生労働省保険局国民健康保険課、高齢者医療課、
総務省自治税務局市町村税課の３課は７月２４日付
で、１０月以降も東日本大震災被災者の医療費一部負
担金と保険料の免除措置を継続する場合の財政支援
について都道府県宛てに事務連絡を出した。福島県
の避難指示対象地域を除く被災地の国保と後期高齢
者医療制度が対象。震災対応の救済ルールから、通
常の災害時の救済ルールに切り替える。
　１０月以降も保険者の判断により、一定の条件下で
被災者の自己負担免除措置を継続できるが、その財
源の負担割合が変わる。震災対応の救済ルールでは、
財源に特別調整交付金を充て、国が１０割負担してき
た。だが１０月以降の財政負担比率は、避難指示対象
地域を除き国８割、自治体２割に変わる。
　また厚労省保険局保険課など３課は７月２４日、地
方厚生局や都道府県、全国健康保険協会、健康保険
組合宛てに、一部負担金等免除証明書の取り扱いに
ついても事務連絡した。現在は有効期限が切れてい
る免除証明書でも有効だが、１０月１日以降は期限切
れの証明書を無効扱いにする。
●保団連が国１０割負担の継続を要請
　政府が７月２４日に事務連絡を出したことを受け、
全国保険医団体連合会は７月２７日、１０月以降も国が
１０割の財政支援を続けるよう求める要望書を、野田
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佳彦首相、小宮山洋子厚生労働相、小林剛・全国健
康保険協会理事長宛てに提出した。
　１０月１日以降、自治体にも２割の財政負担が生じ
ることを受けて保団連は「被災の大きな自治体ほど
免除費用負担が大きくなり、免除を打ち切る自治体
が出る危険性がある」と指摘。１０月以降も被災者の
自己負担免除措置を継続し、国が１０割の財政負担を
続けるよう要望した。
　また期限切れ免除証明書の取り扱いについても
「免除証明は自治体に任されているため、自治体によ
って取り扱いが異なると医療現場で混乱が生じる」
とし、１０月以降もそのまま免除するよう求めた。
（７/３０MEDIFAXより）

被ば被ばくく
被ばく１ミリシーベルト以下目指す／福島復
興基本方針決定
　政府は７月１３日、東京電力福島第１原発事故を受
けた福島復興再生基本方針を閣議決定した。住民が
安心して暮らせるよう放射性物質の除染を急ぎ、長
期的には自然放射線を除いた追加被ばく線量を年１
ミリシーベルト以下に抑えると強調している。一方、
福島県側が「復興の基盤」として強く求めた企業立
地補助金の積み増しは明記せず、実効性のある事業
をどれだけ具体化できるかが今後の焦点となる。
　平野達男復興相は７月１３日の閣議後の記者会見で
「県や関係市町村と丁寧に意見交換をして決定した」
と強調した。基本方針には、地域経済や社会の再生
に国が責任を持つ姿勢をアピールする狙いがある。
県が１８歳以下の医療費無料化のために設立した「県
民健康管理基金」への財政支援をはじめ、国が長期
にわたって十分な財源を確保するとした。
　帰還する住民に対しては、道路、上下水道、農業
用水施設、学校などの公共インフラの整備を国の費
用負担で実施するとした。役場機能ごと避難した自
治体が検討している「仮の町」構想では、国が受け
入れ側の自治体との調整役となることも盛り込んで
いる。
　また、「原子力に依存しない社会を目指す」とした
福島県の理念を尊重し、地熱発電など再生可能エネ
ルギー産業の構築を掲げた。
　国は基本方針に従い、避難指示を出している市町
村での公共工事代行や除染事業の工程表を盛り込ん
だ「避難解除等区域復興再生計画」を策定する。福

島県も基本方針を踏まえ、「産業復興再生計画」と、新
産業の創出の目標を定める「重点推進計画」を作成
する。
　ただ、基本方針に盛り込んだ個別の事業に対する
国の支出額は示していないため、政府は２０１２年度補
正予算や１３年度予算の編成であらためて具体化する
必要がある。（７/１７MEDIFAXより）

看護看護師師
看護師日雇い派遣、１０月から原則禁止／政令
を閣議決定
　１０月１日から介護事業所での看護師日雇い派遣
（３０日以下の短期労働者派遣）が原則禁止になること
が決まった。政府は８月７日、改正労働者派遣法の
政令を閣議決定した。一部の介護団体からは看護師
確保が困難になるとの反対意見が上がっていたが、
厚生労働省は条件付きで看護師の日雇い派遣が認め
られることや、派遣会社を通さない日雇い雇用など
で対応は可能とみている。
　医師や看護師など医療関連業務の派遣は現在も原
則禁止だが、例外として看護師の派遣については▽
紹介予定派遣▽病院・診療所以外の施設（介護事業
所など）への派遣▽産前産後・育児・介護休業中の
欠員補充―などが認められている。介護労働安定セ
ンターの介護労働実態調査結果などによると、介護
老人福祉施設（特養）や通所介護（デイサービス）、
有料老人ホームなどの特定施設が看護師の派遣を利
用している。一部の介護団体は看護師の確保がより
困難になるとして、看護師の日雇い派遣継続を求め
ていた。（８/８MEDIFAXより）

精神医精神医療療
精神科医療への偏見、国が助長／日精協・山
崎会長が批判
　厚生労働省の認知症施策検討プロジェクトチーム
（ＰＴ）が６月に公表した報告書「今後の認知症施策
の方向性について」に対して、日本精神科病院協会
の山崎學会長は７月２６日、厚労省内の専門紙記者ク
ラブで会見し「精神科病院の医療に対する偏見を国
が助長している」と指摘した上で、「認知症の人の長
期入院を批判するなら、一般病床と同じように３カ
月入院をルール化してほしい。現在でもわれわれは
実践できる。ただ、地域に受け皿がない状態であり、
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一番困るのは患者本人と家族だ」と訴えた。
　病院の経営効率の観点からは、在院日数を伸ばす
より短縮化して回転率を高めた方が高い診療報酬を
算定できるとも指摘し、「好きで抱え込んでいるので
はなく、受け皿がないから物理的に退院できない状
況。そういう細かいことも分かっていない」と語気
を強めた。
　さらに、ＰＴの報告書について「行政が精神科医
療の実態を適切に理解していないことの証明」と厳
しく批判。医政局長、保険局長、老健局長、社会・
援護局長らがＰＴのメンバーとなっていることに触
れ、「行政のプロが精神科医療や認知症ケアの現場を
理解していない。憤りを感じる」と述べた。
　ＰＴの報告書が、現在の認知症ケアは自宅からグ
ループホームなどを経由し、施設や一般病院・精神
科病院に行く「不適切」な流れであると指摘したこ
とに関しては、「精神科病院以外に認知症の人を受け
入れる場所がないことを棚上げしている国の政策の
問題」と批判した。
　山崎会長は、ＰＴの報告書が公表される前に厚労
省から相談がなかったとし「寝耳に水だった」と述
べた。「間違った政策に基づいて２０１３年度の概算要求
にも反映される」と危機感を示し、「一番困るのは国
民と現場の医療従事者。施策が間違っていても、作
った官僚は２－３年でいなくなるが、医療現場での
対応はずっと続く」と述べ、施策修正を求めていく
姿勢を強調。ＰＴ主査の藤田一枝厚生労働政務官と
の面会を調整しているとした。
（７/２７MEDIFAXより）

うつうつ病病
うつ病多様化で指針／学会、医師向けに初
　日本うつ病学会は７月２７日までに、多様化するう
つ病を適切に治療するための医師向け指針をまとめ
た。次々に開発されている抗うつ薬の有効性や副作
用に関する情報を盛り込み、軽症者の安易な薬物療
法に警鐘を鳴らしたのが特徴だ。学会が指針をつく
るのは初めて。
　厚生労働省の推計によると、国内のうつ病の患者
数は１９９９年の約２４万人から、２００８年には７０万人を超
え急増。年間３万人を超える自殺の主な原因ともさ
れている。同学会は最新の医学的知見を盛り込み、
現在の医療体制や現場の実情を考慮した指針が必要
と判断した。

　指針は、急増している患者の多くは軽症か、うつ
病の診断基準以下の「抑うつ状態」と推測されると
指摘。臨床現場では「慎重な判断が求められる」と
した。軽症者に抗うつ薬の使用を始めるには、焦燥
感や不安感の増大などの副作用に注意して、少量か
ら始めることを原則とする。
　一方で、乱用や転売目的で抗不安薬や睡眠薬を入
手するための受診が社会問題化しているとして「大
量処方や漫然とした処方は避けるべきだ」と明記。
「安易に薬物療法を行うことは厳に慎まなければな
らない」と強調している。
　若者に多くみられ、仕事ではうつ状態になるが余
暇は楽しく過ごせるような、いわゆる「新型うつ病」
に関しては、「精神医学的に深く考察されたものでは
ない」として取り上げていなかった。
　治療に関する指針は、厚生労働省の研究グループ
が０３年に策定したが、その後改訂されていない。
（７/３０MEDIFAXより）

知事知事会会
国保の公費負担拡大や医師確保を要望／全国
知事会
　全国知事会は８月１日、２０１３年度の国の社会保障
施策や予算に対して７月２０日の全国知事会議で取り
まとめた要望書を厚生労働省に提出した。医師・看
護師など医療従事者の確保対策の推進や国保への公
費負担拡大などを盛り込んだ要望で、福田富一・社
会保障常任委員会委員長（栃木県知事）が辻泰弘厚
生労働副大臣に要請した。後期高齢者医療制度につ
いては必要な改善を加えた上で安定的運営を求める
とともに、７月１９日の全国知事会で決議した「地方
の意見を踏まえない見直しは断じて認めることはで
きない」とする決議文も提出した。
　国の保健医療対策への主な要望は▽医師偏在・不
足の改善に向け、必要医師数を明らかにした上で医
師養成の在り方を早急に見直す▽病院勤務医の処遇
改善・負担軽減と医師・看護師など医療従事者確保
対策の強力な推進▽自治体病院への支援▽国保に対
する国の定率負担の引き上げや後期高齢者医療制度
の安定運営▽医療保険制度の全国レベルでの一元化
に向けた具体的道筋の提示―など。
　医療保険制度の在り方に対する決議文では、民主
党が５月にまとめた後期高齢者医療制度の廃止を含
む高齢者医療制度の見直し案に対し、１１年度の「国
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民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協
議」の合意事項を無視した地方軽視の案だとして、
従来通り反対姿勢を示した。国保については国の定
率負担の引き上げによる公費負担拡大を求めた。
●計画停電で緊急提言、診療報酬で加算も
　一方で全国知事会は８月２日、この夏に北海道・
関西・四国・九州で計画停電が実施された場合に備
えて緊急提言をまとめ、医療機関や社会福祉施設、
在宅療養者に配慮するよう国に求めた。
　提言は全国知事会議が７月２０日にまとめ、８月２
日に枝野幸男経済産業相と古川元久国家戦略担当相
に提出した。人工呼吸器や人工透析などは利用者の
生命に危険が及ぶ可能性があることから、計画停電
が実施される場合のグループ分けやスケジュールな
どの情報について、国や電力会社が住民へ周知を図
るよう求めた。停電時間の短縮も要望した。
　国は救急医療機関や周産期母子医療センター、災
害拠点病院などには計画停電時も電力を供給するよ
う緩和措置を設けた。これに対して全国知事会は、
緩和対象とならない医療機関の入院患者や社会福祉
施設の入所者、在宅療養者などの安全に配慮するた
め、▽自家発電装置の整備▽医療機器の非常用電源
の確保▽緊急時の職員見回り体制の確保―に向けた
補助制度の創設・拡充や診療報酬・介護報酬の加算
などによる措置を求めた。（８/６MEDIFAXより）

保団保団連連
増税・改革推進法案に反対／保団連が緊急集会
　保団連（住江憲勇会長）は８月２日、衆院第２議
員会館で消費増税中止や医療へのゼロ税率化などを
求める緊急集会を開き、国会議員への要請活動を行
った。
　要請活動では▽消費増税の中止と医療・生活必需
品のゼロ税率化▽社会保障制度改革推進法案の廃案
▽マイナンバー法案の廃案▽患者窓口負担の軽減な
ど安心して受けられる医療の実現―などを求めた。
改革推進法案について保団連は▽保険給付の縮小▽
長期療養患者・家族の孤立▽後期高齢者医療制度の
存続―になるなどとして反対した。
　緊急集会には、増税法案に反対して党員資格停止
処分を受けている民主党の橋本勉衆院議員や社民党
党首の福島瑞穂参院議員、「国民の生活が第一」の古
賀敬章衆院議員、共産党の田村智子参院議員らが賛
同者として参加した。（８/３MEDIFAXより）

消費増税と社保推進、参院で廃案を／保団連
が理事会声明
　全国保険医団体連合会（保団連）は８月５日、参
院で審議中の消費税増税関連法案と社会保障制度改
革推進法案の廃案を求める理事会声明を発表した。
　声明は「デフレ下での消費税増税は国民生活や日
本経済に深刻な影響を及ぼす」と指摘。社会保障制
度改革推進法案についても「国民への新たな負担と
犠牲を強いるだけでなく、社会保障制度解体へ突き
進む道である」として、参院での廃案を求めた。
（８/７MEDIFAXより）

マイナンバー法案、廃案を要望／保団連
　全国保険医団体連合会（保団連）は８月２日、い
わゆる「マイナンバー法案」の廃案を求める要請書
を野田佳彦首相と衆参両院の内閣委員会委員に提出
した。
　保団連は、社会保障・税の共通番号となるマイナ
ンバーの導入で使用が見込まれる番号カードについ
て、被保険者証の代わりに利用した場合、レセプト
コンピューターや電子カルテなどで管理する患者の
医療情報の漏洩リスクが高まると指摘。医療情報は
個別法で対応することになっても、機微性の高い個
人情報であり、漏洩の危険にさらすことは「納得で
きない」と主張した。また、マイナンバーは社会保
障給付の抑制にもつながると批判した。
　保団連は「患者、国民の医療情報を漏洩の危険か
ら守り、国民皆保険制度を守るためにも、マイナン
バー法案および関連法案の廃案を強く求める」とし
ている。（８/７MEDIFAXより）

 

国保医療費２.３％増、後期高齢者４.７％増／１１年
度医療費速報
　国保中央会は７月１９日、２０１１年度分の医療費速報
を発表した。市町村国保と国保組合を合わせた国保
医療費は１１兆４２１４億円（前年比２.３％増）、後期高齢
者医療費は１３兆１８８４億円（同４.７％増）だった。国保
医療費と後期高齢者医療費を合わせた国保連合会の
審査確定分の医療費総額は２４兆６０９８億円となった。
　市町村国保１人当たり医療費年額は初めて３０万円
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を突破し、３０万５２７６円（同３.３％増）だった。市町村
国保１人当たり医療費を都道府県別で見ると、最も
医療費が高かったのは１１年度に続き山口で３７万５５２１
円（同３.５％増）。２位以下も１３位まで１１年度と同じ
で、香川、島根、大分、広島と続いた。最も医療費
が安かったのは１１年度と同じ沖縄の２５万９１３０円で、
１位の山口との間には１.４５倍（同０.０１ポイント増）の
開きがあった。
　後期高齢者医療費では、被保険者１人当たりの医
療費年額は９０万８５４３円（同１.６％増）。都道府県別で
最も高かったのは福岡で１１５万８３９５円。２位は高知の
１０９万４０３９円、３位が北海道の１０７万９８１３円だった。
医療費が最も安かったのは新潟で７３万９３１４円。１位
の福岡と最下位の新潟との倍率は１.５７倍（同０.０１ポイ
ント減）だった。
　国保の年間平均被保険者数は３８７５万人（同１.１％
減）、後期高齢者の年間平均被保険者数は１４５２万人
（同３.０％増）。
●被災３県、１人当たり医療費の順位上昇
　被災３県では市町村国保の１人当たり医療費で他
県に比べ伸び率が大きく、順位が上がった。岩手が
１１年度の３１位から２９位に上がり３０万６９０８円（同４.９％
増）、宮城は１１年度の３４位から３０位となり３０万６５８４円
（同８.６％増）、福島は１１年度の３３位から３１位に上昇し
３０万５８８６円（同７.７％増）。後期高齢者医療の１人当
たり医療費では、岩手は１１年度最下位の４７位から４６
位となり７４万１３１２円（同２.６％増）、宮城は１１年度と
同じ３６位で８１万５７２５円（同２.１％増）、福島は１１年度
の３４位から３２位で８３万２８３３円（同２.９％増）だった。
（７/２０MEDIFAXより）

介護給付費５.５％増の８兆３６５４億円／１１年度
の介護費速報
　国保中央会は７月１９日、２０１１年度の介護給付費動
向の速報を公表した。総額は前年度５.５％増の８兆
３６５４億円で、サービス総件数は１億２４５７万件だった。
　要介護認定者数は５２９万人で受給者数は４３２万人、
受給率は８１.７％となった。受給者１人当たりの平均
介護給付費月額は１６.１万円で、居宅サービス受給者
では１０.９万円、地域密着型サービス受給者で２２.４万
円、施設サービス受給者は３３.２万円だった。
　要介護度別の受給者数は「要介護度２」の８５万４７６
人が最多で、「同１」７７万５２８３人、「同３」６８万１８３４
人、「同４」６０万４０９７人、「同５」５２万２２９４人と続い
た。

　サービス別の受給者数は、居宅サービスが３１７万人
（前年度５.８％増）、地域密着型サービスが３０万人（同
１１.７％増）、施設サービスは８５万人（同１.４％増）だっ
た。
　サービス別で件数の伸びが大きかったのは、特定
入所者介護サービスの「地域老人福祉施設」が同
６８.３％増、地域密着型介護サービスの「地域老人福
祉施設」が同６５.３％増、「地域密着型特定施設入居者
生活介護」が同２６.６％増など。（７/２３MEDIFAXより）

年間利用者２４万人増の５１７万人／１１年度介護
受給者数概況
　２０１１年度に介護保険のサービスを利用した人（年
間実受給者数）は前年度比２４万５６００人増の５１７万３８００
人だった。サービス別で受給者数が伸びたのは「福
祉用具貸与」の１２万７８００人増（１６８万１１００人）、「通所
介護」の１０万３８００人増（１５５万５０００人）、「居宅療養管
理指導」の５万５０００人増（５４万６６００人）など。人数
が減ったのは３つのサービスのみで、介護療養型医
療施設の利用を示す「介護療養施設サービス」が９３００
人減（１２万６８００人）、介護老人保健施設が提供する
「短期入所療養介護」が５１００人減（１４万６００人）、病院
など医療機関の「短期入所療養介護」が１４００人減
（１万６００人）。厚生労働省が７月２６日に公表した１１年
度の「介護給付費実態調査の概況」で分かった。
●１年間の要介護度「変化なし」は７割弱
　全体で７割程度の人が１年後も同じ要介護度であ
ることも分かった。１１年４月と１２年３月時点の要介
護度の比較では、変化が最も乏しかったのが要介護
５で、９１.９％が１年後も要介護５だった。要介護度
が変化しない割合は、要介護１が６６.９％、同２が
６９.２％、同３が６８.８％、同４が７４.０％。介護予防サー
ビスを利用する要支援者では、要支援１は６７.８％、
同２で６７.６％の人が１年後も同じ状態だった。
　今回公表されたのは概況で、都道府県ごとの要介
護度別サービス受給者数など、より詳細なデータ表
などは１０月に公表する予定。１１年度の概況は、毎月
公表している介護レセプト情報に基づく介護給付費
月報の１１年５月審査分から１２年４月審査分の取りま
とめ。１１年度の概況には、介護レセプト請求に基づ
くデータに加え、東日本大震災の影響による概算払
いデータも一部含まれる。
●生活援助、要介護１－２で多く
　訪問介護の内容類型別で見た利用者数の割合で
は、比較的軽度の要介護１－２で「生活援助」が最
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も多く、比較的重度の要介護３－５では「身体介護」
が最も多かった。１２年４月に審査した３月のサービ
ス利用分では、生活援助を利用する割合が最も多か
ったのは要介護１（２６万１００人）の６４.５％で、同２
（２５万９２００人）は５３.２％。身体介護の利用割合が最も
多かったのは同５（９万６４００人）で８４.９％。次いで
同 ４（１１万３５００人）の７３.５％、同 ３（１４万７４００人）
は５７.７％だった。（７/２７MEDIFAXより）

平均寿命が減少、震災も影響／１１年簡易生命表
　厚生労働省は７月２６日、「２０１１年簡易生命表の概
況」を発表した。男性の平均寿命は７９.４４年（前年比
０.１１年減）になり、２年連続で減少した。女性の平
均寿命は８５.９０年（同０.４０年減）となり、こちらも２
年連続で減少。平均寿命の男女差は６.４６年で、１０年
より０.２９年縮小した。
　平均寿命の減少には、特殊要因として震災も影響
している。震災の影響を除いた場合の平均寿命は、
男性が７９.７０年（同０.１５年増）、女性が８６.２４年（同０.０６
年減）となり、男性は増加している。
　将来どの死因で死亡するかを世代別に計算した
「死因別死亡確率」を見ると、生まれたばかりの０歳
男性は、悪性新生物（２９.１０％）、心疾患（１４.４１％）、
肺炎（１２.０４％）、脳血管疾患（９.３２％）の順で死亡す
ると推計される。０歳女性は悪性新生物（２０.０５％）、
心疾患（１８.３６％）、脳血管疾患（１１.０４％）、肺炎
（１０.９１％）の順だった。日本人の主要死因であるこ
れらの疾患で死亡する確率は、１０年に比べていずれ
も減少し、その他の要因が増加した。
（７/２７MEDIFAXより）

改定後の１件当たり・１日当たり点数で伸び
／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は７月３０日の定例会見
で、２０１２年度診療報酬改定後の確定状況について、
１２年４月分と５月分を前年度同月と比較し、医療保
険の１件当たり点数と１日当たり点数が改定後に伸
びたと発表した。１件当たり点数は１２年４月分が
０.８％増の１３５６点、５月分が１.０％増の１３５３点、１日当
たり点数は４月分が３.７％増の１１８２点、５月分は２.７％
増の１１７６点となった。
　１件当たり点数の「医科入院」は４月分が４.９％増
の４万６２９７点、５月分が４.３％増の４万６７１５点。「医
科入院外」は４月分が０.１％減の１０２４点、５月分が
０.７％増の１０２８点。「歯科」の４月分は２.６％減の１２１１

点、５月分は０.８％増の１２００点。「調剤」の４月分は
３.４％減の８２５点、５月分が０.３％減の７９５点となった。
調剤の点数減少について支払基金は「薬価の引き下
げの影響」としている。
　１日当たり点数は「医科入院」の４月分が４.９％増
の４６３５点、５月分が７.５％増の４７０２点。「医科入院外」
は４月分が２.７％増の６８８点、５月分が１.３％増の６８９
点。「歯科」の４月分が２.７％増の６３４点、５月分が２.０％
増の６２７点。「調剤」の４月分が１.０％減の６５０点、５
月分が０.１％増の６２７点となった。１件当たり日数は
「医科入院」「医科入院外」「歯科」「調剤」で１２年４
月分、５月分ともに前年度同月よりも減少した。
●職員の審査事務能力向上で理解度チェック
　支払基金は７月１１日に全国の医科の審査事務を担
当する職員ら２５６７人を対象に、審査事務に関する理
解度を把握するための演習を実施した。演習参加者
は２５３９人で参加率は９９％、参加できなかった職員は
別の日に演習を行った。演習は１２年度診療報酬改定
で新たに評価された項目や算定方法の見直しが行わ
れた項目を選定し、５０設問を作成。２時間での回答
を求めた。平均正解率は８０.６％だった。支払基金は
「回答数や回答時間の改善など、今回の結果を検証し
ていきたい」としている。１３年の１月にも同様の演
習を実施する予定だ。（７/３１MEDIFAXより）

入院１日当たり６.１％増の２９２３.９点／１１年の診
療行為別調査
　厚生労働省が７月３１日に発表した２０１１年の社会医
療診療行為別調査によると、１１年の医科入院でのレ
セプト１件当たりの点数は対前年比３.９％増の４万
７５５１.３点、１日当たりの点数は同６.１％増の２９２３.９点
などとなったことが明らかになった。１１年には診療
報酬改定がなく、東日本大震災が発生した年となっ
たが、調査を行った同省大臣官房統計情報部の社会
統計室は調査の概況について、「傾向は従来の調査と
大きく異なるものではない」と説明している。
　医科入院を診療行為別に見ると、１日当たりの点
数（２９２３.９点）のうち、「入院料等」が１１１２.０点で３８.０％
を、次いで「診断群分類による包括評価等」が８３３.１
点で２８.５％を、「手術」が４５７.６点で１５.６％をそれぞれ
占めた。
　一方、医科入院外（外来）は１件当たり点数が
１２９１.６点（同０.２％減）、１日当たり点数は７６６.４点（同
１.３％増）となった。診療行為別では１日当たり点数
のうち、「投薬」が１４９.７点で１９.５％を、「検査」が１３０.３
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点で１７.０％を、「初・再診」が１２５.０点で１６.３％を占め
た。
　医科入院外での主な算定回数を見ると、初診料が
１９６５万回（同１２.０％増）、再診料が９３５５万回（同７.５％
増）、外来管理加算が３７２６万回（同１１.２％増）、地域
医療貢献加算（現・時間外対応加算）が１６３４万回
（同２.９％増）だった。
　歯科は１件当たり１２５１.５点（同３.４％減）、１日当た
り６３１.４点（同１.４％増）となった。薬局調剤は１件当
たり１０４９.２点（同３.５％増）、受け付け１回当たり８０２.５
点（同４.４％増）となった。前年割れとなったのは医
科入院外と歯科の１件当たり点数だった。
　薬剤種類数に占める後発医薬品の割合は総数で
２３.８％（同０.３ポイント増）で、入院では２３.６％（同
２.６ポイント増）となった。院内処方（入院外・投薬）
での後発品種類数の割合は２６.９％（同１.３ポイント
減）、院外処方（薬局調剤）では２２.７％（同１.０ポイン
ト増）となった。（８/１MEDIFAXより）

院外処方の診療所、６１％が一般名加算算定／
日医調査
　院外処方の診療所の６１.０％が一般名処方加算を算
定していることが、日本医師会が６－７月に実施し
た診療報酬改定のアンケート調査結果から分かっ
た。一方で、３０.９％は「今後も算定しない」と答え
た。日医の中川俊男副会長は８月１日の記者会見で
「改定後、日にちがたっていないので、もう少し経過
を見て判断したい」と述べた。
　調査は、日医会員から都道府県ごとに診療所、病
院各２０分の１ずつ無作為に抽出して行った。６月９
日に調査票を発送し、７月１０日まで回答を受け付け
た。調査票発送数は診療所３８０３件、病院３４６件で、有
効回答率は診療所５３.６％（２０３７件）、病院４８.８％（１６９
件）。
　一般名処方加算の算定状況（１２年６月）について
は、診療所を対象に尋ねた。この結果、院外処方の
診療所（１１６０件）のうち、６１.０％が「算定している」
と回答。一方、３０.９％が「現在算定しておらず、今
後も算定しない予定」と答えた。「現在は算定してい
ないが、レセコン等の条件が整えば算定する予定」
は６.９％だった。
　「現在算定しておらず、今後も算定しない予定」と
回答した診療所（３５８件）に対しその理由（複数回
答）を聞いたところ、「後発医薬品を信頼できない」が
４７.８％と半数近かった。次いで「患者さんにとって

分かりづらい」が４３.６％、「診療報酬の趣旨に同意し
かねる」が４１.９％、「一般名処方に抵抗がある」が
４１.１％、「薬局や薬剤師の対応が不安」が３６.９％と続
いた。
　この回答結果について日医の鈴木邦彦常任理事は
８月１日の記者会見で「後発品の安全性について引
き続き注視する」と述べた。後発品の使用拡大と医
療費の関係について厚生労働省に対し検証を求めて
いく考えも示した。
　院内処方を含む全診療所（２０３７件）では「現在算
定しておらず、今後も算定しない予定」が６０.６％と
最も多かった。（８/２MEDIFAXより）

高齢者世帯より児童世帯が「生活苦しい」／
国民生活基礎調査
　厚生労働省が７月５日に発表した「２０１１年国民生
活基礎調査」で、生活状況が「苦しい」と感じてい
る割合は、「児童のいる世帯」よりも「高齢者世帯」
の方が低いことが分かった。生活状況が「苦しい」
（「大変苦しい」と「やや苦しい」の合計）と回答し
たのは全世帯で６１.５％。児童のいる世帯では６９.４％だ
ったのに対し、高齢者世帯では５４.４％だった。
　高齢者世帯は、６５歳以上だけか、もしくはこれに
１８歳未満の未婚者が加わった世帯を指す。高齢者世
帯数は９５８万１０００世帯で、全世帯の２０.５％を占めた。
高齢者世帯を世帯別に見ると「夫婦のみの世帯」が
４８.０％で最も高く、「女の単独世帯」３５.４％、「男の単
独世帯」１３.６％が続いた。
　１世帯当たりの平均所得金額では、全世帯が５３８万
円（前年比２.１％減）、高齢者世帯が３０７万２０００円（同
０.２％減）、児童のいる世帯が６５８万１０００円（同５.６％減）
となり、児童のいる世帯で特に減少幅が大きかった。
　国民生活基礎調査は、保健、医療、福祉、年金、
所得など、国民生活の基礎的事項を調査するもの。
１９８６年に始まり、３年ごとに大規模調査を実施。中
間の各年は小規模調査を行っている。１１年は中間年
に当たるため、世帯の基本的事項と所得を調査した。
１１年調査では東日本大震災の影響で、東北３県（岩
手県、宮城県、福島県）を集計対象から除いた。
（７/６MEDIFAXより）

２次救急で提言、民間病院の役割重視を／日
医総研ＷＰ
　日医総研はこのほど、都市部にある民間２次救急
病院の院長らを対象に行ったインタビュー調査の結
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果をワーキングペーパー（ＷＰ）にまとめた。救急
医療の需要の多くを民間が担っているにもかかわら
ず、財政や税制などで支援を受ける「官」の病院と
不公平な競争を強いられていると指摘するなど、民
間２次救急病院を取り巻く課題を分析。民間病院の
役割を重視するよう提言した。
　政治的な解決が必要な課題として、「２次救急の主
な担い手は、民間（非営利）の中小病院であること
が一般に知られておらず、政策的支援が不十分」な
どの意見が上がった。行政運営の工夫・見直しを必
要とする課題では、「国公立・公的・大学病院等の大
規模医療機関と民間非営利の中小規模の医療機関と
の棲み分けがなされていない」「地域の２次救急医療
について、官民が協働し、話し合う場がない」など
の指摘があった。
　病院の経営戦略や採算性の課題については、「人件
費が負担となり、採算が合わない」「２次救急への補
助金の絶対額が不足している」など、経営状況の厳
しさを訴える声が上がった。救急医療の運営上の課
題では、「医師・看護師の確保が難しい」「自分の専
門以外は診ない・診ることができない医師が増加し
ている」などの意見があった。
　考察では民間重視の方向性を強調し、課題解決に
向けて▽正しい現状認識と「民間救急病院」の役割
の再定義▽官官・官民・民民のそれぞれの連携強化
と地域ごとの適切な実態把握▽救急病院経営に対す
る政策的支援▽患者啓発と医師の育成―の４項目を
挙げた。
　調査対象は、東京１１病院、大阪５病院、福岡２病
院の計１８病院。このうち、２次救急の指定ありが１０
病院、指定なしが８病院だった。２次救急から撤退
した理由を探るため、過去５年以内に２次救急を行
っていた病院も調査対象に含めた。
（７/１７MEDIFAXより）

２年連続で黒字病院が過半数／全自病・１１年
度決算見込み調査
　全国自治体病院協議会は７月１２日、会員病院の
２０１１年度決算見込額を調査した報告書を発表した。
地方公営企業法適用病院（法適用病院）では、経常
収支が赤字となった病院は４４.３％、黒字病院は５５.７％
で、２年連続で黒字病院数が赤字病院数を上回った。
　会員病院９２７病院を調査対象とし、うち５１７病院
（５５.８％）を集計対象とした。５１７病院のうち法適用
病院は４９７病院、地方独立行政法人は２０病院。

　法適用病院の経常収支を見ると、２年連続で黒字
だった病院は４６.９％、１１年度に黒字に好転した病院
は８.９％だった。一方、２年連続の赤字病院は３６.４％、
１１年度に赤字に転じた病院は７.８％だった。
　１００床当たりの経常収益は２０億６２１３万円で前年度
比１.８％の増。経常費用は２０億４９３０万円で前年度比
２.０％の増となった。
●中小病院で厳しい状況も
　法適用病院を病床規模別に見ると、病床規模が大
きくなるほど黒字病院が増える傾向があった。
　法適用病院全体の１日平均患者数（１病院当たり）
を見ると、入院延べ患者数は前年度比０.９％減、外来
延べ患者数も１.１％の減少となった。特に２０－９９床病
院の入院延べ患者数は４.３％減と、病床規模別で最も
減少幅が大きかった。
●入院単価は４万２６８８円
　法適用病院全体の入院患者１人１日当たり診療収
入（１病院当たり）の平均額は４万２６８８円で、前年
度に比べて１１０４円の増加。患者数は減少したが診療
単価が上がっていた。
　法適用病院全体の年度末職員数は１３万２６１５人で前
年度に比べて１.８％増加した。ただ、２０－９９床では
０.３％の減となった。全体で医師、看護師などは増加
していたが、准看護師は減少していた。
　一方、地方独立行政法人が設置する病院は、回答
のあった２０病院のうち経常収支が赤字となったのが
５病院で、前年度と変わらなかった。
（７/１３MEDIFAXより）
 

 

※連載「渡辺治の政治学入門」は休載します。

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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資料1
京都府内における「受診抑制の実態」アンケート結果

　京都府保険医協会は２０１１年１０月から１２年４月にかけて、会員医師を対象に「受診抑制の実態」アンケートを実施した。こ
のアンケートは、高すぎる患者負担や資格証明書発行など患者の受療権が狭まる中で、医療現場でどのような問題が起こっ
ているかを明らかにするため行ったもの。０４年度と０６年度も類似調査を行ない、マスコミへの情報提供や改善に向けた厚労
省交渉、府内自治体との懇談などで活用しており、今回はその後の状況を調査した。本稿では０６年度との比較を行った。調
査対象は２２８７人、回収数は４７３（回収率２１％）。

■ 京都府保険医協会　２０１２年８月 ■

■方法　京都府保険医協会がアンケート用紙を作成し、調査対象者に配布し、集計・まとめを行った。
■対象　2,287人
■期間　2011年９月14日～2012年４月10日
■結果　回収数473（回収率21％）
■地区別回収数
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※京都府内の資格証明書交付数は2011年６

月１日現在4815世帯で、５年前（06年６月

4739世帯）から76世帯増加。交付世帯数は

いったん08年に5020世帯まで増加したが、

同年に社会問題化した「無保険の子」への

対応として、資格証明書の交付について機

械的な運用を行うことなく対処することを

求める通知（10月30日）などが出されたこ

ともあり、09年度には交付数が4810に低下

していた。また、自治体によって対応が分

かれるため、交付しているのは26市町村中、

京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治

市、亀岡市の６市（11年６月）である。 
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※京都府内の短期証交付数は2011年６

月現在で２万3372世帯、５年前（06年６

月２万6048世帯）から2676世帯減少して

いる。 
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※現行の窓口負担率は就学前２割、現役

世代３割、高齢者１割（現役並み所得３

割）。３歳～就学前は08年４月から２割

に引き下げ、被用者保険の本人・家族は

03年４月から３割に引き上げ、高齢者の

現役並み所得者は06年10月から３割に

引き上げられている。  
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※格差、貧困の広がりにより、生活保護の受給者が近年、急激に増加し全国で

200万人にのぼる。京都市の生活保護受給者は10年度、約４万4000人、保護率

（人口1000人あたりの受給者）は30.1で、政令市の中では大阪市と札幌市に次

いで３番目に高いとされる。市は、11年４月に不正受給対策の「適正化推進担

当チーム」を設置して実態調査を進め、12年２月には適正化推進本部を立ち上げた。今後、府警と協力して摘

発を進める一方、生活保護費の半分を占めるといわれる医療扶助を巡り医療機関に対しても「実態調査」の名

目で指導を強めるなど、不正受給対策を進める方針を示している。 

※医療扶助は、社会保険の場合は自己負担分の給付を受けるが、国保の場合は脱退して全額医療扶助になる。その場合、

保険証の代わりに医療機関ごと、病気ごとの医療券が毎月、福祉事務所で発行してもらい受診しなければならない。 
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２０１２年度（平成２４年度）第５回　２０１２年７月２４日
Ⅰ．文書報告の確認
【総務部会】
１．前回理事会（７月10日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．新規開業会員訪問（７月６日）状況
【経営部会】
１．経営対策セミナー（７月12日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談状況
【政策部会】
１．保団連12～13年度第６回理事会（７月７日）状況
２．第42回保団連夏季セミナー（７月７・８日）状況
３．保団連近畿ブロック公害環境視察会（７月15日）
状況

【保険部会】
１．保団連『届出医療の活用と留意点』電話会議
（７月17日）状況

２．医事担当者勉強会（７月18日）状況 
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．2012年度第２回正副理事長会議（７月12日）状
況確認の件

２．会員入退会及び異動（７月10日～７月24日）に
関する承認の件

【政策部会】
１．ＴＰＰ問題書籍発行のための編集会議（７月12

日）状況確認の件
２．韓国医療視察報告書配布の件
３．京都保険医新聞（第2827号）合評の件
【保険部会】
１．専門医会長との懇談会（６月９日）状況確認の件
２．保険部会（７月３日・６日）状況確認の件 
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．８月１日～９月11日までの会合等諸行事及び出
席者確認の件

２．各部会開催の件
【経営部会】
１．第60次保険医年金打合せ会開催の件
２．新規開業予定者のための講習会開催の件
【政策部会】
１．第49回医療制度検討委員会開催の件

２．社会保障・税一体改革学習会講師派遣の件
３．国会議員要請行動実施の件
４．保団連近畿ブロック事務局長会議への出席の件
５．第32回平和のための京都の戦争展準備・撤収作
業等要員派遣の件

６．市民公開講演会「原発を知る・被曝を知る」開
催の件

７．市民公開講演会「原発を知る・被曝を知る」開
催の件

【保険部会】
１．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会と

の懇談会開催の件
２．産婦人科診療内容向上会開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
　①国をめぐる動き
　　「規制・制度改革に係る方針」閣議決定
　②調査統計情報
　　「平成22年度医療給付実態調査報告」について
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2012年６月度国保合同審査委員会（６月20日）
状況確認の件

２．保険審査通信検討委員会（７月６日）状況確認
の件

Ⅵ．要討議事項
【経営部会】
１．平成25年度厚生労働省税制改正に関する要望書

提出の件
２．「国税通則法第７章の２（国税の調査）関係通

達」（法令解釈通達）の制定（案）に対するパブ
リックコメント提出の件

【保険部会】
１．保団連「医科再診料に係るアンケート」に対す

る協力の件
Ⅶ．特別討議
１．総会関連議事検討の件
　①決議（案）【継続】
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第１５８号

協会だより（定例理事会要録から）
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9月の無料相談日

担当＝竹内建築士９月１２日（水）午後２時～建 築 士
担当＝河原社会保険労務士９月２０日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）９月２０日（木）午後１時～ファイナンシャルプランナー
担当＝江頭弁護士９月２０日（木）午後２時～法 律
担当＝外村公認会計士９月２６日（水）午後２時～税 理 士

専門家が無料でご相談に応じます（３０分間）。協会事務局へお申込み下さい。

９月のレセプト受取・締切

10日月
労
災

10日月9日日8日土
基金
国保

◎◎閉所○ 

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
※労災については、 ４月より締切を原則１０日としていますが、 
２０１２年９月までは、 経過措置期間として従来通り１２日まで受
け付けます。 

 加入申込期間  9 月 1 日（土）～10月25日（木）　 ２０１３年１月１日付加入です

 ２０１１年度実績 1.308％（２０１０年度実績 １.２９９％）
  【予定利率1.259％（2012年９月１日現在）、 2011年度配当率  0.050％】

保険医年金9 月1 日より
秋普及開始 ! 

この機会に
ぜひご加入下さい ！

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
10月10日（水）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医年金に
関するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

 ■月払（満７４歳以下の会員）　　　　　　　　 　　

　１口１万円　３０口限度（３０万円）

 ■一時払（満７９歳以下の会員で月払に加入している方）

　１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）

※手数料との関係で１.２５9％の利率が続くと仮定
して、新たにご加入される月払については４年
以上、一時払で２年以上の長期にわたって積立
されることをお勧めします。詳しくは、８月末
発送の年金パンフレットをご覧下さい。
◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際に
は、ご面談下さいますようお願いいたします。
　電話・訪問等が重なる場合がございますが、ご
容赦下さい。

 受託会社　 三井生命（幹事）・明治安田生命・富国生命・ソニー生命・日本生命・太陽生命・第一生命
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講　師　古家医院　院長
　　　　京都消化器医会　副会長
　　　　社会保険診療報酬支払基金京都支部　審査委員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   古家 敬三 氏
日　時　9月29日（土）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会 会議室
　　　　  （京都市中京区烏丸通蛸薬師上ル七観音町637　カーニープレイス四条烏丸６階）

※地下鉄四条駅、 阪急烏丸駅22番出口より北へ徒歩約３分。 
　地下鉄烏丸御池駅６番出口より南へ徒歩約３分

共　催　京都府保険医協会　 第一三共株式会社
　　　　アストラゼネカ株式会社
　　※参加は無料、事前申込は不要です。
　　※日医生涯教育講座対象の研究会です。

ヘリコバクター・ピロリ除菌療法の
臨床的意義と保険適応について

＜古家先生からのメッセージ＞　
　最近H. pylori感染は胃・十二指腸潰瘍や胃癌のみならず、 多くの疾患の発症に関わっていることが明ら
かになってきました。 
　2009年にH. pylori感染の診断と治療に関するガイドラインが改訂され、 すべての関連疾患に除菌療法
が推奨され、 現在二次除菌まで保険適用が拡大されています。 今回H.pylori感染症についての最新の知見
をご紹介し、 実際の臨床にどのように応用されているか、 さらには保険診療上の留意点と対策についてお
話ししようと思います。 

第６４６第６４６回回
社会保社会保険険
研究研究会会

  新規開業医向け    

日　時　9月27日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　ルームＡ （上地図参照）

内　容　①新規個別指導　  ②医療法立ち入り検査対策
対　象　新規開業前後の医師、従業員の方
　　　　（新規開業の先生でなくても、日常診療整備の目的でご参加ください）
　＊資料準備の都合上、前日までにお電話にてお申し込み下さい。（保険部会 緯075-212-8877）
　＊次回（保険講習会Ａ）は①保険診療基礎知識、②レセプト審査がテーマです。

「 保険講習会 ＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢＢ」のご案内

御池通

四条通

六角通

三条通

蛸薬師通

烏
丸
通

烏
丸
通

烏
丸
通
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